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伊方原子力発電所環境安全管理委員会技術専門部会 

議事録 

 

     平成 24 年３月 22 日（木）10：00～ 

     愛媛県水産会館 ６階大会議室 

 

１．開会 

 

○司会 ただ今から、伊方原子力発電所環境安全管理委員会技術専門部会を開催いたします。 

 初めに、傍聴者の方に傍聴に際しての順守事項を申し上げます。会議の開催中は静粛に傍聴すること、

写真・ビデオ等の撮影、録音等はしないこと、その他、会議の秩序を乱す等の行為をしないこととなっ

ておりますので、ご協力をお願いいたします。また、携帯電話等をお持ちの方はマナーモード等に設定

していただきますようお願い申し上げます。あと、今回事前に傍聴のお申し出をされていない方がいら

しています。今回はお席をご用意させていただきますけれども、これから事前にお申し込みされていな

い方については、お断りしたいと思いますので、その点、よろしくお願いします。 

 それでは、上甲県民環境部長からごあいさつ申し上げます。 

○上甲県民環境部長 皆さま、おはようございます。伊方原子力発電所環境安全管理委員会技術専門部

会の開会に当たりまして一言ごあいさつ申し上げます。 

 委員の皆さま方には、大変お忙しい中、この部会にご出席を賜りまして、誠にありがとうございます。

また、日ごろから本県の原子力安全行政に対しまして、格別のご協力をいただいておりますことを厚く

お礼申し上げます。また、本日は原子力安全・保安院の石垣高経年化対策室長ならびに、独立行政法人

原子力安全基盤機構の鈴木さま、坂本さまには、遠路ご多忙の中をお越しいただきまして、厚くお礼申

し上げます。本日は平成 24 年度の伊方原子力発電所周辺環境放射線等調査計画および温排水影響調査

計画、伊方２号機の高経年化技術評価および長期保全計画につきましてご審議いただく予定としてご案

内しておりましたが、それに加えまして伊方３号機の安全性に関する総合評価、いわゆるストレステス

トの１次評価について、その後の進捗状況を四国電力から説明いただきたいと思います。当県では、福

島第一原発事故を踏まえて、環境放射線等調査については、調査範囲を拡大する必要があるということ

で、平成 24 年度は調査範囲の拡大に向け、事前調査を実施するなど、モニタリングポストの増設をは

じめとした計画の見直しを行うこととしておりますので、当部会においてご審議いただきますようお願

い申し上げます。また、伊方２号機の高経年化技術評価につきましては、原子力安全・保安院により総

合的な審査の結果、妥当と判断され 15 日に高経年化に関する長期保守管理方針について認可されたと

ころであり、その審査の内容等について国からご説明いただく予定です。これらは、伊方発電所の安全

確保や周辺環境保全に係る重要な案件ですので、技術的、専門的観点から忌憚のないご意見をいただき

ますようお願い申し上げまして、ごあいさつといたします。本日はよろしくお願いいたします。 

○司会 本日はご都合により、古賀委員、望月委員がご欠席されております。議事に入ります前にお手

元にお配りしている資料の確認をお願いいたします。技術専門部会資料目次に示しましたとおり、資料

は１から７まででございます。この他、前回の技術専門部会の議事録を参考に添付させていただいてお
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ります。資料の不足等がございましたら事務局にお申し出ください。 

それでは、濱本部会長に議事進行をお願いいたします。 

 

２.議題 

 

○濱本部会長 それでは、議事に入らせていただきます。議題は、本日４項目あります。 

 まず、 (１)「平成 24 年度伊方原子力発電所周辺環境放射線等調査計画について」これについては、

資料を事務局からあらかじめ先生方のお手元に届けられていると思いますが、まず事務局から説明お願

いします。 

 

(１)平成 24 年度伊方原子力発電所周辺環境放射線等調査計画について 

 

○事務局 それでは、事務局から平成 24 年度伊方原子力発電所周辺環境放射線等調査計画につきまし

てご説明申し上げます。着座して説明させていただきます。 

 本日ご用意させていただいております資料は、資料１－１、資料１－２、資料１－３の３種類の資料

を用いましてご説明させていただきます。本調査につきましては、伊方原子力発電所周辺の環境保全を

図りますとともに、恒久の安全と健康を守るため、伊方１号機が運転を開始する以前の昭和 50 年度か

ら愛媛県と四国電力が継続して実施しているものでございます。しかしながら、昨年３月に発生いたし

ました福島第一原発事故におきましては、これまでの想定に加えまして、発電所から 10 ㎞から 30 ㎞圏

内も緊急時避難準備区域に指定されるといった事態が起きております。こういったことから、愛媛県と

いたしましては緊急時モニタリングを迅速かつ的確に実施できる体制を整備するため、平常時の調査範

囲を見直すことといたしまして、平成 24 年度につきましては、これに関連いたしまして事前の調査を

実施いたしますとともに、平成 25 年度から本格実施することとしております。この調査計画の見直し

につきましては、先ほど申しました資料１－２で後ほどご説明させていただきます。それでは、まず平

成 24 年度の通常の調査計画につきましてご説明いたしますが、こちらにつきましては、平成 23 年度の

計画を基本的には継続して実施することとしてございます。一部変更もございますので、そういった点

を中心にご説明させていただきます。 

 調査計画の概要に基づきましてご説明させていただきます。資料１－１の１ページをご覧ください。

波線を付けさせていただいておりますところが、平成 24 年度計画におけます変更点でございます。前

年度からの変更箇所になります。 

 まず１番の調査計画の目的でございます。こちらの目的につきましては、原子力安全委員会が策定し

てございます、環境放射線モニタリング指針に従いまして、定めています。周辺住民等の線量の推定お

よび評価。環境における放射性物質の蓄積状況の把握。原子力施設からの予期しない放射性物質または

放射線の放出の早期検出および周辺環境への影響評価。緊急事態または緊急事態が発生した場合におけ

る環境放射線モニタリングの実施体制の整備の４点でございます。 

 ２番でございますが、調査機関は従来どおり愛媛県と四国電力でございます。 

 ３番、調査期間でございます。平成 24 年４月１日から平成 25 年３月 31 日の１年間でございます。 

 続きまして、調査項目、頻度および地点数でございます。まず、愛媛県の実施分からでございますが、

固定局によります空間放射線の測定につきましては、伊方町内に県が設置しておりますモニタリングス
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テーション１局、モニタリングポスト７局の計８局の測定局におきまして、引き続き連続測定を実施し

ます。次に、定点での線量率測定でございますが、前年度と同様に可搬型のスペクトロメータ等の各種

測定器により集落等で定期的に測定を実施いたしまして、平常時での継続的な把握を図ることとしてい

ます。また、サーベイメータによる緊急時モニタリング候補地点、69 地点での定期測定につきましても、

前年度と同様に年２回測定を実施いたしまして、平常時および現地状況の把握を行うとともに、緊急時

の対応に備えることとしております。走行測定につきましても、前年度と同様に伊方町内の３ルートで

測定を実施し、平常時および現地状況の把握を行うとともに、緊急時の対応に備えることとしています。 

 次に、定点での積算線量につきましても、前年度と同様に 31 地点で実施することといたします。ま

た、放射能濃度につきましては、測定地点等前年度と同様に実施することといたします。 

 ２ページの四国電力実施分の調査計画でございます。従来から県は比較的広い範囲を調査範囲といた

しておりますのに対しまして、四国電力につきましては、発電所周辺を重点とした調査を実施していま

す。四国電力実施分につきましては、前年度の計画から変更はなく、引き続き発電所周辺に設置してい

ますモニタリングステーション１局およびモニタリングポスト４局の計５局での線量率の連続測定、サ

ーベイメータによる定点での線量率測定、伊方町などの 25 地点における積算線量測定、陸上試料およ

び海洋試料の核種分析を実施する計画としております。なお、四国電力では現在モニタリングステーシ

ョンおよびモニタリングポストの更新を行っておりまして、平成 24 年６月を目途に更新を完了するこ

ととしておりますことから、更新され次第新たなモニタリングポスト等で測定を行うこととしておりま

す。 

 次に５番の調査計画の評価方法でございます。計画本文のほうでございますが、20 ページをお開きく

ださい。愛媛県の積算線量の評価につきましては、これまで過去の蛍光ガラス線量計の測定値と比較す

るほか、蛍光ガラス線量計の過去値が 10 年分蓄積されていなかったことから、必要に応じまして熱ル

ミネセンス線量計の過去値と比較することとしてございましたが、今年度末で蛍光ガラス線量計の過去

値も 10 年分蓄積されることから、熱ルミネセンス線量計との比較を削除しております。また、環境試

料の核種分析結果についてでございます。これまで、コバルト－60、セシウム－137 およびヨウ素－131

につきまして、過去の測定値と比較し評価してきておりますが、福島第一原発事故以降、セシウム－134

も検出されていることから、この評価にセシウム－134 を追加することとしております。なお、平成 23

年度、今年度の調査計画では、セシウム－134 を含めていなかったものの四半期報ではこれまでの過去

値を比較し、評価を行っております。 

 21 ページをお開きください。併せて、年報で評価しています内部被ばくの預託実効線量評価について

もセシウム－134 を追加することとしております。 

 概要の２ページにお戻りください。次にⅡの放射性物質の放出管理状況に基づく線量評価でございま

す。前年度と特に変更はなく、伊方発電所から放射性物質の放出量および気象状況の測定結果を基に国

の評価指針に基づきまして、発電所に起因する周辺公衆の設置を評価いたします。国の基準では、周辺

公衆の線量の限度を法令では年間１ミリシーベルト、指針の目標値では年間 50 マイクロシーベルトと

しておりますが、四国電力と県、伊方町の安全協定では、それよりも低い年間７マイクロシーベルトを

努力目標値としており、その遵守状況を確認することとしております。 

 最後になりますが、調査計画の 37 ページをお開きください。愛媛県では平成 23 年度にテレメータシ

ステムの更新を行っており、原子力情報ホームページも更新しているところでございます。更新に伴い

ましてホームページのアドレスも変更となりますので、参考資料には変更後のアドレスを記載させてい
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ただいております。以上で、平成 24 年度の環境放射線等調査計画の説明を終わらせていただきます。 

 引き続きまして、資料１－２でございます。環境放射線等調査計画の見直しにつきましてご説明をさ

せていただきます。環境放射線モニタリング指針の目的につきましては、先ほどの資料１－１でご説明

申し上げました。これに基づきまして、ご説明させていただきますと、今後基本的な変更の考え方とい

たしましては、昨年の福島第一原発事故で 20 ㎞から 30 ㎞圏内も緊急時避難準備区域に指定された経緯

等もご説明申し上げましたが、こういった中で、迅速かつ的確に緊急時モニタリングを実施できる体制

を整備するため、平時の調査範囲を見直すことを目的として基本的な考え方をまとめております。 

 事前調査の考え方でございます。まず、調査の範囲でございますけれども、現在原子力安全委員会に

よります防災対策を重点的に充実すべき地域の審議におきまして、緊急防災措置を準備する区域、ＵＰ

Ｚ内においては、迅速に環境放射線モニタリングを行うための施設・設備・体制を整備する必要がある

とされておりますことから、ＵＰＺの範囲でございます原子力施設から概ね 30 ㎞を目安に調査範囲を

拡大することとしてございます。  

 調査項目でございますが、緊急時モニタリング準備のための調査であるということから、先ほどもご

説明しました資料でありますモニタリング指針の目的の④異常事態または緊急事態が発生した場合に

おける環境放射線モニタリングの実施体制の整備。これに該当する調査項目につきまして、調査範囲を

拡大することとしてございます。この他目的①から③に該当するものについては、発電所周辺で調査を

実施するほうが合理的であることから従来通りの体制で行うこととしております。 

 そして、今回の見直しの中心となりますモニタリングポストの増設でございますが、これから申し上

げる幾つかの点を考慮して増設したいと考えております。風況の変化に備えまして、概ね半径 10 ㎞か

ら 30 ㎞圏内の陸域に 16 方位、10 ㎞メッシュごとにつき各１基、合計 12 基を増設することとしており

ます。この考え方につきましては、後ろのほうにカラーの図を入れております。モニタリングポスト追

加設置場所案ということで、発電所から 16 方位、そして円の中で区切っておりますメッシュは 10 ㎞ご

とになってございます。この陸域に丸付きの数字を付してございます。合計 12 カ所。このメッシュの

中で１基ということで、考えてございます。 

 続きまして、資料２ページ(２)でございますが、増設するモニタリングポストにつきましては、緊急

時の確実な稼働の確保に向けまして、平常時からデータの把握、蓄積のために本調査計画に組み入れた

いと考えております。また、今般の震災におきまして福島県が設置しておりました 24 台のモニタリン

グポストのうち 23 台が津波によって流出あるいは停電、通信機能の停止といったことから測定不能と

なった事態を受けまして、こういった状況については、国においても対策が検討されているところでご

ざいますが、県といたしましては、今後整備するものにつきましては、地震や津波によっても適切に測

定が継続できるよう仕様を考慮したいと考えております。この詳細につきましては、次の別紙というペ

ージにございます。福島県のポストの状況につきまして、福島県に状況を確認させていただきまして、

県のほうで取りまとめさせていただいております。ポストは 24 基ございました。測定局は鉄筋コンク

リート構造で計器類は床コンクリートにボルトで固定、地震による直接の機器の損傷等は確認されなか

ったものの、津波によって４局が流された。電源につきましては、非常用発電機を整備しておりました

が、測定局については 35 時間、テレメータは 75 時間電源供給ができたものの、順次燃料切れにより停

止した。それから、通信関係ですが、有線回線のほか、各立地町につき１局を含んだ計６局は衛星電話

によるバックアップ機能を整備しておりましたけれども、地震によります回線の不通や衛星のアンテナ

のズレ等がございまして、通信状態は不安定になるという状況でございました。そういった福島での状
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況を踏まえまして、２番に今回対応いたします案といたしまして、測定局の耐震性を図る。それから設

置場所は津波等の自然災害の被害を受ける恐れがある場所を避ける。外部からの電源が失われた場合に

も機能するよう非常用自動起動発電機を備える。測定局の伝送設備を有線回線および携帯電話回線によ

ります二重化を図るということを考えております。 

 前のページでございます。モニタリングポストの増設の中でございますが、これら仕様に加えまして

設置する場所といたしましては、下から２番目の丸ですが、人口密集地などを優先的に配備する考えで

ございます。県のこういった対応に加えまして、四国電力におきましては、これまで敷地境界に設置し

ておりますモニタリングポスト５基の他に、住民広報のため９基のポストを設置しておりますが、これ

をさらに充実させるため増設ということも考えてございます。これらのうち、愛媛県設置の補完位置に

ございます既設の３基と今後増設分のモニタリングポストについては緊急事態が発生した場合にも活

用するため、本調査計画に組み入れることとしております。 

 今後の調査の時期でございます。平成 24 年度に調査計画見直しに向けた事前調査を実施いたしまし

て、平成 25 年度から本格的な調査として移行できるような体制で臨みたいと考えております。また、

本調査計画の策定に当たりましては、適切な統廃合の観点から、現調査計画の調査項目頻度も含めまし

て、総合的に見直しを行うこととしております。 

 その他といたしまして、原子力安全委員会の防災指針検討ワーキングにおきまして、緊急時を含め環

境モニタリングの在り方について審議が行われているところでございますが、今後、この状況を含めま

して指針の見直しがなされることとなっておりますので、その状況につきましては適宜本計画に反映し

ていきたいと考えております。 

 資料１－２の１番最後にＡ３の資料を折り込んでございます。今、申し上げました詳細な計画を表と

してまとめさせていただきました。基本的には、今、申し上げましたとおり、項目番号④緊急時目的の

ものにつきましては、その範囲を 30 ㎞まで拡大するというのが基本的な考え方でございまして、今回

変更を考えておりますところは網掛けになっているところが変更点でございます。今後、モニタリング

ポストの整備等は地点選定等も含めまして、本年９月ごろまでを目途に整備いたしまして、９月の当部

会におきまして今後の詳細な調査計画等をお諮りさせていただきたいと思っております。それを踏まえ

まして、今年度後半につきましては、実際の測定を行いまして、その結果を踏まえ 25 年度の本格的な

実施に向けたいと考えております。資料１－２は以上でございます。 

 続きまして、資料１－３でございます。緊急時環境モニタリングと平常時環境モニタリングでござい

ます。この点につきましては、昨年、当部会におきまして、森委員からもご指摘をいただいております

緊急時環境モニタリング実施要領、今回の福島の事故を受けました緊急時の体制についての検討につき

ましてご指摘いただいておりましたので、それに対しましてご説明を申し上げる資料という位置付けで

ございます。前回もご説明申し上げましたが、基本的には環境放射線モニタリング関係につきましては、

当技術専門部会におきまして、ご審議をいただいてきておりますが、これまで平成 16 年３月でござい

ますが、防災の関係で用いております緊急時環境モニタリングの実施要領につきましては、技術専門部

会の個々の委員の皆さまに対しまして事前にご意見を伺いまして、ご助言を踏まえまして実施要領を策

定してございます。それを踏まえまして平成 16 年３月、県防災会議において防災計画の改訂に合わせ

て要領も改訂をした経緯がございます。そして、その結果を同年３月 22 日の技術専門部会でご報告申

し上げております。こうした経緯が過去にございますが、今後は今回の福島事故等を踏まえまして、緊

急時環境モニタリングの実施要領につきましても重要性が高まっているという認識の下、今後は当部会
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におきまして、事前に意見を賜りながら、この部会であらためてご審議いただいた上で定めていきたい

と考えております。３つの資料をご説明申し上げましたが、ご説明は以上でございます。 

○濱本部会長 どうもありがとうございました。ただ今のご説明に対しまして、委員の皆さんからコメ

ントあるいはご質問がありましたらお願いします。 

○宇根崎委員 ご説明ありがとうございます。宇根崎でございます。平成 24 年度の調査計画、それか

ら見直しについては概ねこれで結構かと存じますが、幾つか質問させていただきたい点がございまして、

特に資料１－２でございます。別紙の福島県のモニタリングポストの状況を踏まえた対応案ということ

で、ここに書かれておりますようにモニタリングポストそのものは、地震によってはあまり被害を受け

なかったということで、特に電源が重要になったということを挙げられて、それを踏まえて非常用自動

起動発電機を備えるということが書かれておりますが、これは増設されるものについてのみなのでしょ

うか。それとも既設の測定局、四国電力が設置されている局についても同様の整備を実施されるのか、

これがまず１点でございます。 

○事務局 愛媛県のほうからまずお答え申し上げます。今後整備しますポストにつきましては、全ての

局に自家発電装置を整備することとしております。他方、既存の設備につきましては、基本的には瞬停

対応ということで、ＵＰＳは整備させていただいております。また、今年度テレメータの更新をやって

おりますけれども、その一環で局が全部で８局あるのですが、そのうちの３局につきまして自家発電装

置を整備させていただいています。 

○宇根崎委員 四国電力はいかがでしょうか。 

○四国電力 四国電力の高橋でございます。今のご質問に対しましてご回答させていただきます。現在、

発電所周辺にモニタが５つ付いております。こちらにつきましては、今回更新をやっておりまして、そ

の中で先ほど出ましたＵＰＳと、モニタリングステーションにつきましてはディーゼル発電機を設置す

る予定にしております。以上でございます。 

○宇根崎委員 ありがとうございます。それと、稼働時間の目安。これは燃料の備蓄のほうですがおお

よそどの程度でございましょうか。 

○事務局 原子力センター二宮でございます。今回更新します 12 局につきましては、仕様上は 24 時間

ということにしております。フルスペックでのモニタリングポスト等機器の、フルスペックでの計算値

ですので、実際には 24 時間以上持つということになると思います。 

○辻本委員 辻本です。新しく設置されますモニタリングポストは概ね 10 ㎞から 30 ㎞範囲をメッシュ

状に配置されるということですが、物理的に配置するのではなくて、地形や気象状況等を考えて配置さ

れる方がよいのでないでしょうか。飯館村のような例もありますので。これが１つ。次に新しくモニタ

リングポストを設置される場合、モニタリングポストの機種はそろえたほうがよいと思います。既存の

機種と新設の機種を揃える。その３として、前回申しましたが、モニタリングポストに表示する単位の

問題です。今は全部グレイ単位になっております。事故が起こりましたらシーベルトになります。さら

に、モニタリングポストは事故が起こりましたら地表面の放射能濃度を測っていることにもなります。

宇宙線はＮａＩ検出器ではほとんど測られておりませんのでベクレルという表示も考えないといけま

せん。そこで、モニタリングポストの新設を考える場合、地表面のセシウム放射能濃度も測定できるよ

うにしてはいかがでしょうか。せっかく新しいものをつくられるのですから、いろいろアイデアを出さ

れて緊急時にも役立つものにされてはどうでしょうか。 

○事務局 事務局からお答えさせていただきます。気象条件を確認した上で設置ポイントを決めるべき
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ではないかというご指摘でございます。基本的には、今回、図でお示ししておりますとおり、事故がど

ういった気象条件時に起きるかということは定かではございませんし、予測はできないということから

全ての陸域の方位をカバーするということは基本的な考え方として全部をカバーするようにしたいと

考えております。そのエリアの中で、どういうふうに置いていくのかということにつきましては、個々

にいろいろなデータもございます。その他、ポストを置ける場所を申しますと先ほど申し上げましたハ

ザード、いろいろな自然災害を避けたりとか、人口密集地をなるべく考慮するとか、他にも考慮すべき

点はあるかと思いますけれども、気象面につきましても先生のご指摘を踏まえまして、設置のポイント

の選定に当たっては、検討させていただければと考えております。 

○事務局 機種の仕様をそろえるべきだというご指摘ですが、おっしゃるとおりだと思っておりまして、

先生のご指摘は特に電離箱検出器について、検出器の材質がアルミ製と鉄製ということで、バックグラ

ウンドなどが多少ずれてしまうという問題があります。既存のモニタリングポストにつきましては、更

新時期が少しずれた関係で今、混在している状況ですけれども、今回 12 局は一斉に整備いたしますの

で、既存の局とそろえられるように、同じ仕様になるように仕様を固めていきたいと思っております。 

○辻本委員 どうもありがとうございました。設置する場所も屋上などではなくて地上面にされるとい

うことですか。モニタリングポストの設置場所というのは運動場などの広いところでされているわけで

すね。 

○事務局 設置場所については、これからの検討になろうかと思いますけれども、先般、伊方発電所の

監視とは別に水準調査という国が全国的な監視調査網をつくるということで県内のモニタリングポス

トを別途増設しておりますけれども、そちらのほうでは国からの指導もありまして地上１ｍということ

で検出器を設置してございます。この 12 基につきましては、今後委員のご指導を受けながら仕様を検

討してまいりたいと思います。 

○辻本委員 どうもありがとうございました。単位はどうなりますか。要するに緊急時にパッと切り替

えられるように。普通はグレイでもいいですけど、緊急時にシーベルトになったり、地表面にセシウム

が検出されるときはベクレルになったり、物理的に切り替えられるソフトさえ入れていれば切り替えら

れるわけですね。そういう新しい試みはされるのでしょうか。 

○事務局 現状のメーカー製のものですと、環境モニタリングに使う機器につきましてはグレイ単位で、

緊急時には１グレイ＝１シーベルトで換算することになっております。ベクレルにつきましては、既存

ポストにつきましては、スペクトルが取れるようになっておりまして、そのスペクトルを基にセシウム

のピークが検出されればベクレル値に換算することはできると思います。 

○濱本部会長 よろしいでしょうか。 

○辻本委員 もう１カ所だけ。今日配っていただきました資料１－１の参考の測定値の表示方法でござ

いますが、表示方法ばかり申しておりますが、土壌の場合も㎏当たりのベクレルになっておりますが、

緊急時の場合は㎏ではなくて、m２とか、緊急時の場合は地表面のセシウム等の放射性物質の量になりま

すので、㎏では少し具合が悪いのではないか。この㎏に決めたのは、外国から原水爆の実験をやります

場合にずっと沈着して入っていきますから土の奥まで入るだろうということで㎏なんですが、事故が起

こった場合は表面だけでので、何か換算も考えておかれてはどうかという提案です。 

○事務局 現在、国からの委託を受けて、環境放射能水準調査というものを行っております。その中で

は、土壌中のセシウム濃度の㎏当たり濃度と単位面積当たりの濃度、両方を出すようにしております。

監視調査につきましては、現在そこまではやっておりませんが、今後そういった換算ができるように試



8 
 

料採取の面で対応していきたいと思います。 

○辻本委員 ありがとうございました。 

○濱本部会長 森先生。 

○森委員 資料１－２について、お伺いしたいことが２点あります。かつての管理委員会の際に、ＥＰ

Ｚよりも外の地域に対してモニタリングをすべきではないかという意見を申し上げて、その際にはそれ

ぞれそれまでに議論されていたことを踏まえていないというご意見もあったかと思いますが、その後、

この資料１－２の事前調査の考え方というところに書かれているように、国のほうで 30 ㎞以内の新た

に整備されたＵＰＺ内というところで整備をする必要があるということで、それを受けて資料１－２が

つくられていると理解しました。そういう点におきましては、広い地域でモニタリングされるというこ

とでよかったと思いますけれども、これもある意味 30 ㎞圏ということでいったんは１つとして、今回

30 ㎞圏が現在でも警戒区域に設定されていると。それからそれよりも遠いいわゆる北東の地域について

は 60 ㎞くらいまで、その次の段階で注意を要する区域として広がっているわけです。さらに、福島県

のホームページを見ますと県内全域にわたって測定されている点が密集して、縮尺によっては全域で測

定されている状況になっているわけです。そういう、人の安全だとかリスクに対する感覚の変化を考え

ますと、30 ㎞以遠に対しては今後どのように考えていくのか。例えば、今回の場合、何らかの国の方針

が出たからそれに見合うような財政的な措置もあるものと理解しておりますけれども、その有無に関わ

らず、安全・安心というのは、まさに住んでいる人間にとって死活問題でございますので、30 ㎞以遠に

ついて、今後どのように考えていくのかということについて考え方を教えていただきたいと思います。 

○事務局 事務局からお答えいたします。今回の調査範囲の拡大につきましては、今、森委員のご指摘

のとおり、国側がＵＰＺとして 30 ㎞を定める方針であることが決定されたことを踏まえた措置でござ

います。県といたしましては、この事業につきましては、国からの監視交付金という交付金を全額充当

させていただきまして、事業を行っております。国から今回の予算と申しますか交付金の考え方といた

しましてもＵＰＺが 30 ㎞に広がったということを踏まえての措置というふうに県としても理解してご

ざいますので、基本的にはこの 30 ㎞というものをベースに考えた上での今回の措置に至ったわけでご

ざいます。今後のことにつきましては、国のほうでまだ現在緊急時のモニタリング等につきましての考

え方は中間的な取りまとめはなされておりますが、今後指針化される中で議論が継続されていく部分も

あろうかと思います。県といたしましては、こういった議論につきましても注視いたしまして、それ以

上拡大すべきというような判断や考え方が示されれば適切に対応してまいりたいと考えております。 

○森委員 今のご返答は、国の考えが示されるまでは県としては特に独自に考えていく予定はないと受

け取ってよろしいでしょうか。 

○事務局 平常時の調査につきましては、基本的にはまずは 30 ㎞までのエリアを整備するということ

で考えてございます。他方、万が一、こういった緊急時になりますれば、30 ㎞内で整備した機器類で迅

速に値等を検出することが可能と考えておりまして、その結果を見た上で可搬型のポストなどを臨機応

変に配備して対応することは可能だと考えております。 

○森委員 例えば、今回福島のほうでモニタリングされているところが小中学校や幼稚園、保育園とい

うところが集中的になされていて、放射線被ばくに対して健康上のリスクが高いとされる子どもを中心

としたところでのモニタリングが優先されていると思います。そういうことを考えると、１つは、モニ

タリングポストの増設のところの５つ目の丸に書いてありますように、人への影響把握および防護対策

決定のため、人口密集地に優先的に配備するという、こういう優先度の考え方は非常に適したものと私
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自身は考えるわけですが、同じような考え方に立つと、やはりばく露人口と言いますか、より近いとこ

ろで、よりばく露される人が多いところを優先的にモニタリングポストを置くとか、あるいは愛媛県に

おいては走行測定をするという他の県にはない技術や人材も持ち合わせていると理解しておりますが、

そういうものを予算の制約もあるのでしょうが、確実に平常時の値を捉えておくというのが、緊急時に

何かあった場合にその変化を捉えていく上で、基本的に重要な要点だと理解しておりますので、事前調

査の実施だとか、本調査へ移行という来年度もしくは再来年度の計画が既に提示していただいているわ

けですけれども、さらに計画を具体化していく中で、国からの補助もさることながら、県が持っている

道具だとか人材を使って着実に近いところからいわゆる人口密集地と言いますか、人が集積していると

ころを順次測っていく。あるいは先ほどご指摘があったように、風の状況の問題というのはとても大き

いのが今回福島で分かったわけですから、松山のほうに吹いてきている風があるわけで、どうしても松

山に対して、あるいはその他の地域に対しても、30 ㎞というように同心円で、一括でやるだけではなく

て、遠くに至っても考えていく必要があると考えています。したがって、それをぜひ今後ともご検討し

ていただければと思います。 

○事務局 事務局からお答えいたします。今、先生がご指摘のとおり、県の財政状況が厳しい中ではご

ざいますが、今回、国から補正予算の中で、こうした財源措置を受けられたことから体制の充実をでき

ることになったわけですが、引き続き今後も充実強化に向けて、国等には積極的に働き掛けをしていき

たいと考えてございます。また併せて、県としても充実できるよういろいろと先生方のご意見を賜りな

がら適切に対応してまいりたいと考えてございます。 

○森委員 もう１点だけ質問があるんですけどよろしいでしょうか。 

 資料１－３について、少しご意見を申し上げさせていただきます。資料１－３も平常時と緊急時の動

き方の整理をしていただいてよく分かるようになったわけですが、この際、右半分にある平常時の環境

モニタリングについては、以前の技術専門部会で議論されたと伺っています。したがって、左半分にあ

る緊急時の環境モニタリング実施要領については、平成 16 年の段階で技術専門部会が意見を出して、

確立されたものであると理解しました。左半分は緊急時のことなので、基本的にここの技術専門部会の

所管事項ではない。これは県の防災会議の所管事項であるということが、以前他の委員からもご指摘が

ありました。その文脈で、平成 16 年に実施要領を改訂されたと言われますが、やはり今回の福島の事

故を受けまして、私自身は、これは見直すべき必要がある、あるいは何をどう見直すかを議論したい、

議論する必要があると考えています。そうしますと、ここで議論するのは適切ではなく、県の防災会議

で県の防災会議の条例では専門委員の採用や専門委員会をつくるという事項がありましたので、県の防

災会議あたりでそういう緊急時環境モニタリングの実施要領の見直し等の組織が必要ではないかと思

いますが、それに関して現時点での県のご見解をお聞かせ願えればと思います。 

○事務局 原子力安全対策課の大西でございます。県の防災会議において、今、森委員が言われた委員

の設置、任命、もしくは専門部会の設置は、今のところは考えてはおりませんが、森委員が言われた緊

急時のモニタリングの実施要領、左側サイドの部分でございますが、これにつきましては、技術専門部

会のほうでご検討いただく方向でお願いしたいと考えております。 

○森委員 そうすると、今の理解だといわゆるこの技術専門部会の所管事項にそれが加わるということ

で考えてよろしいでしょうか。 

○事務局 平常時のモニタリングの関係と緊急時のモニタリングの関係は一対でございますので、技術

専門部会で緊急時のモニタリングの実施要領、平常時の環境モニタリングの環境放射線等調査計画との
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関係をご審議、ご検討をいただいて、ご意見をいただけたらと考えております。 

○森委員 そうすると、この設置要項が変わる予定であると理解してよろしいでしょうか。 

以前は、入っていないということで議論はここでするべきではないということだったのですが、そうで

はなくて今回、内容が変わると理解してよろしいでしょうか。 

○事務局 当委員会、部会の設置要項につきましては精査いたしまして、また別途ご回答申し上げたい

と思います。 

○森委員 分かりました。どうもありがとうございました。 

○藤川委員 ごく簡単に県へのご要望としまして、こういった固定式のモニタリングポストを増設する

というのは、国からの予算も付いて、ぜひ丁寧に設置していただきたいと思っていますが、実際の緊急

時になりますと、下手をすれば検出器自身が地下側ですと放射性物質に汚染されて周辺の環境変化に鈍

感になるという問題もあろうかと思います。実際は恐らく２つぐらいが緊急時は重要で、プルームの通

過をいかに早く察知しているのか。周辺住民の屋内待機なり、緊急避難、あるいは安定ヨウ素剤、そう

いうことを考えますと、非常時の固定式のポストもさりながら、迅速に対応できる体制、人的体制、あ

るいは移動式の測定体制、情報収集してどう分析して、直ちに対応すること。ソフトウェアもぜひご考

慮ください。 

あと、ホットスポットについては、恐らくＳＰＥＥＤＩの結果と気象状況の把握があれば、あとは移動

式のモニタリングによってある程度できるはずなんです。 

○事務局 今、ご指摘いただきました今後の設置に当たっての定理ですとか、ポイントを設定してする

という趣旨のご指摘でございました。ソフト面等を含めまして、当県といたしましては、発電所に隣接

しております八幡浜市の方に原子力センターを整備いたしまして、機材、人員等を集中配備いたしまし

て、体制を整えているところでございますが、緊急時も迅速に対応できるよう今後も継続して、さまざ

まな対応をしたいと考えております。 

○事務局 今のソフト面の対策の必要性というご指摘はそのとおりだと思っておりまして、モニタリン

グ要員の教育ですとか訓練につきまして、さらに強化していくということを考えております。 

○辻本委員 今のソフト面に関係することですが、今回の福島でも市民団体が非常に活躍しております。

主婦、お子さままで測定器を買いもとめ測定しておられます。そのようなういう現状場を見ております

と、すぐには難しいとはおもいますが、こういう環境放射線のモニタリングというものは県も財政難、

人員不足と思いますので、ＮＰＯとか学校、市民団体にこれらの測定を移管されると、一般市民も放射

線になじみができますし、放射線の測定方法も分かりますし、単位もよく分かっていただけるのではな

いかと思います。このようにすれば、一般の人たちの放射線に対する理解運動にもなりますし、いざと

いうときに一般の人たちが活躍してくれますので、人数も多い一般人が対応していただけます。今すぐ

は無理だと思いますが、今後の方針としましては、こういうモニタリング関係は市民団体のところに移

管されてはどうでしょうか。市民のＮＰＯが活躍するようになれば、今より、きめ細かい測定が出てく

るかもしれないと思ったりしております。すぐには無理だと思いますが、今後の課題として考えて下さ

い。 

○濱本部会長 ただ今の問題については、今後、検討してまいりたいと思います。その他ご意見ござい

ますでしょうか。宇根崎先生。 

○宇根崎委員 先ほどの森委員のご指摘とも関連しているのですが、緊急時環境モニタリングの実施要

領、これと平常時の環境放射線モニタリングの平常時の放射線等調査計画というのはやはり密接に整合
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が取れていないといけないというふうに感じておりますので、何かの機会に緊急時環境モニタリングの

実施要領をこの場で少しご説明いただくような機会を取っていただければ、よろしいかと思いますので、

ぜひよろしくお願い申し上げます。 

○濱本部会長 よろしいでしょうか。 

○事務局 はい。承知いたしました。 

○辻本委員 緊急時モニタリングだけではなく、緊急時の計画とか訓練、検証とか、いろいろ活動され

ておりますが、それらも本委員会で報告していただきますと、相互によく理解できるのではないかと思

います。 

○濱本部会長 その他ご意見ございませんでしょうか。森先生。 

○森委員 ごく短くお願いです。実は、ホームページを初めて全部見てみますと、少し見づらいと言い

ますか、かなり使い勝手が悪い。今回、文部科学省のほうで、全ての県を見ることができるとか、ある

いは特に福島と茨城でしたか、こちらが県全体に対して見ることができやすい、市販の地図を見るため

のインターネットのブラウザなどで見ることができて、他との比較が非常にしやすくなっています。そ

ういうものをできるだけ取り入れていただけるようなことも考えてほしいという要望がありますので、

それをお伝えしておきたいと思います。 

 もう１つは、今の風況的なことですが、この委員会に平成 17 年から私は加わるようになって驚いた

のは、例えばチェルノブイリの後の環境放射線がえらく長く響いているんだということは、われわれは

こういう資料を見るから分かるのですが、リスクに対してきちんと一般市民皆さんにも感じられるよう

に、せっかく測っていただいているものを過去に渡って、なにも時間単位で見てみたいということでは

ないのですが、年単位で、確か１年に１回この委員会でも配布されますが、そういう過去の計測例が簡

単に見られるようにしていただければと思います。これはお願いです。 

○事務局 ホームページのご指摘につきましては、本年度、改訂・見直しの作業を行っておりますので、

少しでも皆さんにご理解していただきやすいような方向で、継続的に改善していきたいと思います。 

○濱本部会長 その他ご意見ございませんか。なければ、この議題(１)について部会としての意見を取

りまとめたいと思います。これまでの意見を踏まえまして、平成 24 年度伊方原子力発電所周辺環境放

射線等調査計画については、監視調査上問題なく、計画全体として前年度の調査を基本的に継続するも

ので適切なものと認められる。また、環境放射線等調査計画の見直しについては、福島第一原発事故か

ら得られる知見を踏まえて調査計画を見直していくもので、適切なものと考えられるということ。第二

段目のところで、森先生や藤川先生からいただいたご意見を含めて考えて報告させていただきたいと思

いますがよろしいでしょうか。 

○森委員 今後も引き続き、検討していくという文言を付け加えていただければそれでいいと思います。 

○濱本部会長 そのようにさせていただきます。どうもありがとうございました。 

 それでは、議題(２)「平成 24 年度伊方原子力発電所温排水影響調査計画について」でございます。

事務局からご説明お願いします。 

 

(２)平成 24 年度伊方原子力発電所温排水影響調査計画について 

 

○事務局 平成 24 年度の温排水影響調査計画(案)について水産課からご説明いたします。座って説明

させていただきます。 
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 右上に資料２と記載されております資料をご覧ください。本調査は伊方原子力発電所から排出されま

す冷却用の温排水が周辺海域の環境に与える影響の有無を判断することを目的としまして、愛媛県と四

国電力がそれぞれ実施しているものでございます。現在は、１号機、２号機、３号機とも停止し、プラ

ント本体の冷却用温排水も排水されておりませんが、冷温状態維持用として少量が排出されております。

また、停止中の各調査値を把握するためにも調査を継続する必要があると考えております。表紙には、

愛媛県と四国電力の調査計画(案)の概要をまとめております。 

 資料を３枚めくっていただきまして、平成 24 年度伊方原子力発電所温排水影響調査計画(案)の１ペ

ージをお開きください。初めに愛媛県が実施する調査計画を示しております。調査期間は平成 24 年４

月から平成 25 年３月までの１年間で、昨年度と同様に調査の一部を愛媛大学に委託する予定でござい

ます。 

 ２ページ目の表１をご覧ください。調査内容につきましては、連続水温の測定を行う他、水質、水温、

プランクトン調査を年４回、流動、拡散調査を年２回、付着動植物調査を年４回実施する計画でござい

ます。各調査測点につきましては、資料の３ページ、４ページの図に示しております。また、温排水が

漁業に及ぼす影響を見るために発電所近隣に位置します八幡浜漁協の町見、瀬戸、有寿来の３支所にお

ける漁業実態調査を終年実施する計画でございます。なお、調査測点、調査方法とも昨年度と変更はご

ざいません。 

 続きまして５ページをご覧ください。四国電力の平成 24 年度の調査計画を示しております。調査期

間は県と同様で平成 24 年４月から平成 25 年３月までの１年間でございます。 

 ６ページから９ページの表２をご覧ください。調査内容は、水温、塩分、流動、水質、底質、生物等

の調査、それに加えまして卵稚仔の取り込み影響調査を年４回、藻場の分布およびプランクトンの取り

込み影響調査を年２回実施する計画であります。各調査測点につきましては、資料の 10 ページ以降に

示してございます。なお、四国電力におきましても調査測点および調査方法とも昨年度と変更はありま

せん。以上が平成 24 年度の温排水影響調査計画(案)でございます。 

○濱本部会長 ありがとうございました。どなたかご質問、ご意見ございますでしょうか。武岡先生。 

○武岡委員 １点質問ですが、現在、３基止まっている状態で、温排水の量自体は非常に少なくなって

いると。以前聞いたのは、３基稼働時の 1/40 ぐらいになっていると思うのですが。これは、水温は取

水と排水時の差が稼働時はプラス７度だったのですが、それは一緒ですか。 

○四国電力 四国電力の稲瀬でございます。ただ今のご質問に対してお答えします。通常運転時ですと、

タービンを回して出た熱を海水で冷却するということで、７度弱の温度上昇がございますが、そのター

ビンが停止しているときに量はかなり少ないですが、海水を取り込んでいますので、それの温度上昇は

それに比べるとはるかに少なくて、現在で１度程度の温度上昇になっております。 

○武岡委員 実際の熱の排出量自体は、温排水の量が 1/40 ぐらいになる。 

○四国電力 そうですね。 

○武岡委員 そうすると、熱自体は 1/300 ぐらいになる。 

○四国電力 トータルで言うと、そうですね。 

○武岡委員 分かりました。ありがとうございました。 

○辻本委員 これは、温排水の調査を目的にされておりますからこれはこれで結構だと思いますが、こ

の温排水を調査されたものが、事故時に何か利用できることも念頭に置いていただきまして、もう少し

広域の拡散やその他の要素を入れていただければどうかと思います。温排水を目的の本調査に以外に事
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故が起こったときの対応もこの中に入れるのは、少し筋違いかも分かりませんが、海洋放出の場合、生

物濃縮もかんがえられますので、そのときの広域拡散も考える必要があるのではないかと思います。 

○事務局 広域の拡散状況については、例えばご説明させていただいたのは、温排水影響調査というこ

とで、ご説明させていただいたのですが、実際は水産研究所のほうで、沖合あるいは臨海域を含めて、

他の調査の中で随時調査をしておりまして、それと今回の調査を合わせて見ていきたいと考えておりま

す。 

○濱本部会長 その他何かございませんか。武岡先生もうよろしいでしょうか。全般につきましては。 

○武岡委員 全般につきましては、今のような温排水の状況ですけれども、いわゆるバックグラウンド

としての今の状況というものを把握しておくということには非常に意味があると思うので、昨年どおり

の形で継続していくということは非常に大事だと思います。そういう意味では妥当な計画だと判断して

おります。 

○濱本部会長 どうもありがとうございました。どうぞ、宇根崎先生。 

○宇根崎委員 この温排水影響調査計画にお願いがございまして、この計画というのは例年前年度を引

き継いでやっておられるということでございますが、この調査計画そのもの、例えば測定点の選択、そ

れから調査方法。それが、例えば何らかの指針のようなものに基づいて作成されているかと思うのです

が、それのよりどころと言いますか、調査方法の妥当性が客観的に裏付けられるような説明のようなも

のがございましたら、そういうものも添付していただければ、私ども必ずしもこれが専門ではないので、

調査計画の妥当性がより明確に判断できるかと思いますので、ぜひ事務局でそういう形で、補足資料で

結構ですので追記していただけるようにお願いしたいと思います。これはお願いでございます。 

○濱本部会長 よろしいでしょうか。この温排水影響調査計画につきまして、平成 24 年度伊方原子力

発電所温排水影響調査計画については、計画全体は本年度の調査を基本的に継続するものであり、適切

なものと認められる。そのように意見を取りまとめたいと思いますがよろしいでしょうか。どうもあり

がとうございました。 

 

(３)伊方２号機高経年化技術評価および長期保守管理方針について 

 

 続きまして、議題 (３)「伊方２号機高経年化技術評価および長期保守管理方針について」ご審議願

います。伊方２号機の高経年化技術評価等については、昨年８月にこの部会で四国電力から説明を受け

ております。当部会の渡邉委員も委員であります高経年化技術評価に関する意見聴取会において８回に

わたって審議されてまいりました。本日は、原子力安全・保安院から石垣高経年化対策室長にご出席い

ただいております。それで、国の高経年化技術評価等の審査結果についてご説明をいただきたいと存じ

ます。また、国では福島第一原発事故における経年劣化の影響について、中間的な取りまとめをされて

おりますが、今回の高経年化評価とも関連いたしますので、併せてご説明いただいて審議させていただ

きたいと思います。よろしくご説明お願いします。 

○原子力安全・保安院 ご紹介いただきました原子力安全・保安院石垣でございます。福島の震災から

１年になります。あれ以来ずっと、福島の方をはじめ、全国の立地の地域の皆さんにご心配とご迷惑を

お掛けしていることをここでもあらためておわびを申し上げさせていただきたいと思います。それから、

今、部会長からご指摘がありましたが、四国電力の伊方発電所の２号機が運転開始から 30 年を迎える

ということでございます。今回は、私ども高経年化技術評価というものを行っております。今日はお時
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間をいただきましてありがとうございます。その中身について、簡単にご紹介させていただいて、福島

の事故と経年劣化の影響ということについても先月レポートとして少し取りまとめたものがございま

すので、併せて紹介させていただきたいと思っております。どうぞよろしくお願いいたします。座って

ご説明させていただきます。今日は資料３－１、３－２、経年劣化の関係と福島の事故ということで３

－３、３－４の資料をご用意させていただいておりますが、それぞれ説明用の簡単にまとめたパワーポ

イントの資料と報告書と言いますか、取りまとめと申しますか、テキストの両方をご用意させていただ

いておりますが、説明はパワーポイントを使いながらご紹介させていただきたいと思います。 

 資料の３－１をご用意いただけますでしょうか。これは伊方発電所２号炉の技術評価の中身を紹介し

たものでございます。めくっていただいて２ページ目が今回ご説明する内容になりますけれども、初め

に少しだけ高経年化対策、技術評価という仕組みのお話をさせていただいた上で、２号機の技術評価の

内容をご紹介させていただきたいと思います。 

３ページ目をご覧ください。高経年化の基本的な考え方ということでございますが、当然、運転年数を

加えるごとに古くなるもの、設備がございますので、長期供用をしていく中で、経年劣化をきちんと把

握して、的確に対応していくということでございます。そのために、運転開始後 30 年を１つの節目に

して、技術的な評価を行って、現状の保全に追加すべき、保全の充実を行うべきものをきちんと取り出

していくということでございます。 

 ４ページ目は、福島も入っておりますけれども、今、日本全体の年数の分布でございます。ちょうど

伊方の２号炉は 30 年から 34 年というところに書いてございますけれども、先日ちょうど 30 年の誕生

日を迎えたというところです。 

 ５ページ目は、技術評価の中身で劣化の進展の予測というところのあくまでイメージでございますけ

れども、ある種、劣化が時間の経過とともに進行していくという中で、今、30 年の時点に伊方２号機が

あるわけですけれども、運転開始からこれまでの劣化の経験、検査をして把握してきた劣化の進展とい

うものから赤と緑の線で書いておりますけれども、将来点々のところの進展の予測をしていくことによ

って、許容値を割り込むものについてはあらかじめ取りかえるし、許容値を割り込まないにしてもそこ

の妥当性はどうかということを評価していくものでございます。60 年というのは評価の前提ということ

でございます。60 年までの劣化を進展した上で現状保全が十分かどうかを評価していくものでございま

す。直ちに 60 年の使用がＯＫということではないということはご留意いただければと思います。 

 ６ページをご覧ください。具体的な私どもの審査の流れを整理してございます。今回は水色で囲んだ

電気事業者の実施する高経年化技術評価というところについて四国電力が評価しております。安全機能

を有する全ての設備を対象にして、その中で発生、進展が否定できない経年化事象を洗い出して、それ

ぞれについて 60 年間の健全性を評価していく。ブルーの最後のところですが、一般的な保全、メンテ

ナンスに加えて今回の評価の中から特別に必要なものということで抽出されるものを「長期保守管理方

針」と少し名前が長いですが、これとして抽出してきて、最後の欄外ですけれども、それを実際に対策

として実施していくという流れになります。それから、左側が私ども国の内容確認でございますけれど

も、事業者の行った技術評価の妥当性を見ていくということになります。その際、本日も同席してもら

っていますＪＮＥＳに技術的妥当性の評価をしていただきながら、最終的にはブルーのラインのところ

に妥当性を確認して、保安規定を認可するという格好になります。これは、向こう 10 年間の特別な保

全の対策の中身を認可するということになります。右側に 40 年目の評価という波線で囲んだ部分がご

ざいますが、40 年になりますとさらに 30 年のときのレビューも入りますが、今回の伊方２号機はこの
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部分はなしという格好になります。 

 ７ページ目は、評価の後ということになりますけれども、実際に抽出した特別な対策というものを毎

年毎年の定期検査の中で確実にやっていただく、それを私どもが確認をしていくという仕組みを７ペー

ジ目に紹介させていただいております。ここまでが高経年化技術評価、私どもが認可する仕組みになり

ます。 

 ８ページ目をご覧ください。伊方２号炉の今回の技術評価の経緯が書いてございます。伊方２号炉は、

ＰＷＲ566ＭＷｅ、1982 年の３月に運転開始をしたというものでございまして、昨年の３月 11 日、ちょ

うど 3.11 の日でございましたけれども、保安規定変更認可申請書と技術評価書を出していただきまし

た。それ以来、実際の審査は、福島の対応があって開始は若干遅れましたけれども、昨年の 11 月くら

いから審査を本格化しまして、発電所の立ち入り検査を含めて審査を進めてきたということでございま

す。最終的には３月 15 日に手続きとしては保安規定の変更認可をさせていただきました。今回、これ

は福島の後、最初の評価を行ったものでございます。後ほどご紹介の資料として他の資料をご用意させ

ていただいておりますが、８ページの下に書いてございます福島第一事故の経年劣化の影響についてと

いうことで、２月に報告書をまとめてございますけれども、今、得られている知見、なかなか現場が見

られないので難しいのですが、安全上重要機器が今回の地震によって機能を失うような劣化影響があっ

たということはなかなか考えがたい、そういうデータはないということでまとめてございます。これは

また後ほどご紹介申し上げます。したがいまして、１Ｆの事故の影響という意味での直接的な今回の評

価へ反映すべきことはございませんでしたが、その他いろいろな１Ｆの知見なり、経験なりを反映しな

がら審査を行ってきたというものでございます。 

 ９ページ目は、審査経緯を書いてございます。ＪＮＥＳが技術的な妥当性の確認をした。それから、

12 月に現場も立ち入りしました。専門家の方々の意見ということでございます。11 月以降３月まで計

８回専門家の方からコメントをいただきながら審査を進めてきたというものでございます。 

 10 ページ目、審査の中身にここから入ります。10 ページ目はまず①として四国電力が今回の技術評

価を行う体制でありますとかプロセス、工程管理といったものが妥当かどうかというところから入りま

す。これは中身をきちんと確認しましたということでございます。 

それから、最新知見ということで、国内外の最新知見・運転経験・トラブルといったものをきちんと反

映しているかどうかというところ。３番目として、評価を行うべき機器、あるいはどういう機器のどう

いう材料のところにどういう劣化が起こり得るかというところからきちんと評価の対象を洗い出しし

ているかということ。それから、伊方１号炉、２号炉で発生したトラブルについてきちんと考慮されて

いるかというところを審査してまいりました。 

 11 ページ目は、技術的な内容に入りますけれども、評価対象になる経年劣化事象をこういうことで捉

えております。①低サイクル疲労、②中性子照射から始まって、⑧配管減肉、⑨その他と、ここまでが

経年劣化事象ということでございまして、それぞれ起こり得る設備、右側に代表的なものを書いており

ます。こういったことについて、今の劣化がどこまで進展し、将来どれくらい劣化が進行していくか、

それに対して今やっているメンテナンスで十分対応できるか、足りないものは何かということを抽出評

価をしていくということでございます。１番下に耐震安全性ということが書いておりますけれども、①

から⑨のような劣化が起こったとしても耐震の安全性は維持されているかどうかということについて

評価をしていくものでございます。これ全部は、ＪＮＥＳの技術的妥当性確認を含めるとだいぶ長くな

りますので、代表的なものを２、３ご紹介させていただきます。 
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 12 ページ目をご覧ください。12 ページ目は中性子照射脆化についての伊方２号機の評価の中身にな

ります。原子炉圧力容器の鋼材が照射を浴びて材料劣化をしていくものになります。基本的に事業者に

よる技術評価、青で囲っている部分が四国電力の評価になります。ＪＥＡＣ4201 という規格によって国

が評価するようにと指示をしております評価規格によってサンプル試験片を取り出して、その測定結果

から 60 年までの予測をしていくということでございます。また、加圧熱衝撃事象、これはＰＷＲ特有

の評価ですが、これを行ってございます。技術評価結果に書いてございますけれども、関連温度と脆化

を折り込んで設定した耐圧漏えい試験の温度、運転管理がきちんとされているかどうか。それから、60

年間の運転を仮定して、上部棚吸収エネルギー、難しい言葉になって申し訳ございませんが、材料の粘

り強さの指標ですが、こういったものについて許容値を満たしているという評価がなされています。そ

れから、ピンクで塗っている部分ですが、国の具体的な確認内容、直近のサンプル試験片の結果を見な

がら保守的な脆化予測 60 年分という予測が行われて、温度、圧力管理が適切にされていることについ

ては書類確認、現場確認をしながら確認をさせていただいたということです。上部棚吸収エネルギー、

これもスクリーニング基準値にまだまだ余裕があるということですし、加圧熱衝撃事象と申しますのは、

劣化、脆化が進行したときに緊急時に炉心を急に冷却する際に破壊が生じないかという評価でございま

すけれども、これについてもきちんと行われていることを確認してございます。  

 １番下はまとめになりますけれども、現状は超音波探傷試験でもって圧力容器の健全性を確認してい

るということでございますけれども、今後もサンプルをきちんと取り出して劣化の状態を把握しながら、

メンテナンスをしていくということでございます。これによって、今後も健全性は維持されると評価し

ているものでございます。 

 ２つ目の例は 13 ページ目になりますけれども、緊急時に使うポンプのフレッティング疲労、高サイ

クル疲労というものでございます。これは水色の事業者による技術評価結果というところを見ていただ

くと分かるのですが、フレッティング疲労割れの可能性が否定できないものでございます。振動確認を

実施するということでございますし、振動に異常があれば精密診断を行うということでございました。

ピンクの枠の中に書いている国における具体的な確認内容の例ですが、振動確認によって、異常な変動

圧力発生の兆候は検出可能ということでございますけれども、そこに確実性がどれくらいあるかという

ところについては、過去のトラブル事例、これまでの最新知見からいろいろ評価をしてまいりましたけ

れども、なかなか確実に検出をするというところは難しいです。したがいまして、２つ目のポツで記載

してございますけれども、事業者のほうから余熱除去ポンプに対して分解点検を行う際に主軸の割れに

対して超音波探傷検査を追加的に実施することを確認してございます。他のＥＣＣＳ系のポンプですが、

現状保全の充実という格好に、これも議論の結果、審査の結果ということですけれども、補機冷却水ポ

ンプについても超音波探傷検査、高圧注入ポンプにつきましては、超音波検査がなかなか難しいもので

ございますから、新しい検査手法なり、監視技術の検討を行いながら現在の振動検査、振動診断の充実

を図っていくということで対応していくということでございます。 

 もう１点、14 ページ目が耐震安全性の評価でございます。これは炭素鋼配管の例を書いてございます

けれども、腐食、減肉が起こり得るということでございますので、将来、腐食なり減肉が起こった際に

地震を受けたときに、強度上持つかどうかということを評価しているものでございます。表の中に簡単

に整理をしてございますけれども、炭素鋼配管には実際の減肉を測定して取りかえる、あるいは減肉の

管理をきちんとしていただいておりますけれども、ここの評価の上では、必要最小肉厚というところま

での全て一律に減肉を想定して保守的な想定を行った上での耐震安全性の評価ということでございま



17 
 

す。一次応力比を見ていただきますと、いずれも１以下ということでございます。0.99 ということもご

ざいます。国の確認内容でございますが、減肉管理の技術規格に加えて、事業者の社内マニュアルでは、

規格以上の対象について、減肉管理をきちんとしているということでございます。それから、実際に評

価をした上で耐震補強工事、配管サポートを追加して設置することをやっておりますけれども、その内

容、あるいは現場確認もさせていただきました。先ほど申し上げました 0.99 という１に対してぎりぎ

りの評価のものでございますけれども、必要最小肉厚までも保守的な想定では 0.99 ということでござ

いますけれども、実際に減肉を測っている劣化傾向からはじきますと、0.72 くらいでございますので、

保守的な評価をしているということだと思います。それから、今回の福島の直接的な経験ということで

もないですが、福島の地震は非常に長い時間揺れた、あるいは数多くの余震に見舞われたということで

ございましたので、配管等サポートの許容荷重、強度のバランスというところにも目配りをしながら評

価をしてきたということでございます。右にまとめて書いてございますけれども、経年劣化の進展を考

えたとしても、耐震安全性は維持されると評価をしましたということでございます。 

 15 ページ目は、こういった一連の評価、今日は３つしかご紹介をしておりません。後ろのほうにまだ

たくさん付いてございますけれども、評価の結果、特に気を付けて今後 10 年間の間に対応していただ

くものとして、15 ページ目に長期保守管理方針という格好で整理してございます。先ほど紹介した余熱

除去ポンプの超音波探傷検査、あるいは基礎ボルト、ケミカルアンカの劣化調査ということでございま

すけれども、これは従来、日本の発電所において取りかえるときにはどこまで劣化したかをきちんと把

握しないで取り換えるときは古いものを捨てて新しいものに取りかえるということでございましたの

で、この部分については、伊方発電所だけではなく、他の事業者にも求めているものでございますけれ

ども、腐食量をきちんと把握しようということでございます。 

 16 ページ目にまとめとして書いてございますけれども、今回、技術評価の結果抽出された特別なメン

テナンスのプログラム、長期保守管理方針に基づいて適切に保全を実施することによって、向こう 30

年以降の運転について安全性が確保され得るという判断をしました。したがって、長期保守管理方針と

して保安規定の記載事項として私のほうで認可したというものでございます。今後事業者(１)、(２)と

書いてございますけれども、特別なメンテナンスプログラムをきちんとやっていただく、あるいは他の

プラントの運転経験でありますとか、新しい知見でありますとか、こういったものについて引き続き反

映させていただくという格好になります。それから、国のほうはピンクで書いてございますけれども、

具体的につくった計画がきちんとなされるかどうかについて、事前確認、事後確認、実施状況の確認を

していくということでございます。この関係で、後ろに参考資料として３つばかり技術的な内容のもの

をご紹介しましたけれども、それ以外のものにつきましても、低サイクル疲労から耐震安全性までを含

め、詳細な資料を付けてございます。ここは時間の関係もあって説明を省略させていただきますけれど

も、いずれにしましても、私ども、あるいはＪＮＥＳで技術的妥当性の確認というところについてきち

んと内容を見させていただいて、事業者の評価の不足の部分は追加で検討を依頼し、長期保守管理方針

の一部追加になったものもございますけれども、厳格な審査をしてきたということでございます。それ

から、福島の経験ということにつきましては、次の資料でご説明申し上げたいと思います。 

 資料３－３をご覧ください。福島の事故は、実際に福島第一発電所は１号機が運転開始から 40 年、

２号機、３号機は 30 年を経過したところでございましたので、事故と設備の経年劣化、あるいは設備

の古さがどう影響したのかという点については、関心が高いということでございました。それから、私

ども規制当局でこういう課題に対応しているため、経年劣化と福島第一事故の関係で劣化が事故の発生
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に影響したかどうかということについて検討を行ってきた部分の取りまとめを２月に行ったものをご

紹介させていただきたいと思います。 

 目的は、今ご紹介したものでございます。検討の対象はここに記載のとおり炉心損傷に至った福島第

一の１、２、３号機でございます。検討の範囲は地震発生時、地震発生直後から事故が進展し、設計条

件で考慮している条件までということにしております。これは、過酷事象、シビアアクシデントが発生

し、設計を超えたところとなりますと、今現在の評価手法では評価できませんし、実際に現場を見られ

ない状態でございますので、この条件で分かる範囲で評価をしたというものでございます。検討の進め

方にも書いておりますが、今、申し上げましたように設備の状況を、きちんと見ることができないとい

うことでございますので、これまでの知見と情報ということから、伊方の２号機でご説明をしましたよ

うな過去の高経年化技術評価の知見を使いながら評価をしてきたというものでございます。 

 ２ページ目をご覧ください。ここで２つの手法を使っております。①経年劣化事象毎の評価というこ

とでございますけれども、これはこれまでに実施した高経年化技術評価において、安全上重要な機器に

ついては、それから網羅的な評価を行って、60 年分までの劣化を考慮して基準地震動Ｓ２で評価をした

ものということでございます。今回の評価では、過去の評価の中で、Ｓ２で評価をしたものの結果が一

番厳しいものを１号機から３号機まで選び出した上で、Ｓ２に替えて３月の地震動を入力することによ

って、最もこれまでで厳しい評価を受けた部分の設備が３月の地震によってどう影響したかを評価した

ものでございます。結果的には、裕度への影響は十分小さいことを確認しております。 

 ②として、耐震安全上重要な主要設備でございます。耐震バックチェックという言葉をお聞きになっ

たことがあろうかと思いますけれども、「止める・冷やす・閉じ込める」の大事な設備については、今

回の３月の地震動でもって設計条件での解析を行ってございます。安全機能を保持できる状態にあった

という結論が別の委員会で出されたところでございますけれども、ここは設計条件ということでござい

ますので、念のため、この解析の中に保守的に劣化の影響を考慮してもう１回評価をしてみたというこ

とでございます。 

 一部だけ例をご紹介いたします。３ページ目をご覧ください。低サイクル疲労の評価例でございます

けれども、温度・圧力の変化によって大きな力がかかる、そうすると疲労がどんどん金属にたまってい

って許容限界を超えると割れる恐れが出てくるということでございますが、左半分がこれまでの高経年

化技術評価の結果、１号機、２号機、３号機それぞれについて評価対象というところに書いてある、こ

こが一番厳しい結果が出るものでございました。60 年間の疲れ累積係数、起動停止に伴う疲れがコンマ

幾つと書いてございます。それから、地震動で揺られることによって疲れがたまる部分が次の段に書い

ておりまして、合計として、１に対して１号機であれば 0.824 という数字でございますけれども、ここ

で見ていただきたいのは、真ん中の地震動による疲れの累積係数というところでございます。いずれも

小さいものでございますけれども、そういったものがＳ２で評価したものでございますから、昨年の３

月の地震で評価をするとどうなるかということが右側に書いてございます。ここは逆に合計値で一番厳

しいものということではなくて、地震による疲れ累積係数が一番大きいものを例示的に取り上げて評価

しているものでございます。真ん中の地震を考慮した解析値というところを見ていただきますと、過去

の評価でＳ２地震動で計算したものが 0.252 ということですが、ＳＳで計算すれば 0.269、３月の地震

で計算すれば 0.264 でございます。３月の地震も実際の繰り返しの地震の大きさ、長さといったものか

らだいぶ保守的な想定をしてございますけれども、いずれにしても 0.2 幾つというぐらいの桁が少し変

わるくらいということでございますので、それほど大きな差はないということでございます。そういっ
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たことからすると、左側の表と右側の表と合わせてご覧いただきますと、地震によって疲れ累積係数Ｓ

２で計算した数値が仮に右側ぐらい増えたとしても許容値に対しての影響はそれほど大きいものでは

ないのではないかという評価でございます。 

 １ページ飛んで５ページ目をお開きください。５ページ目はもう１つの例でございます。耐震安全上

重要な主要設備に対する地震の影響ということでございます。１号機、２号機、３号機、それぞれ基礎

ボルトのところで評価したものの例示でございますけれども、１号機であれば原子炉停止時冷却系ポン

プをコンクリートに留めている基礎ボルトということになります。これは大気との接触があって、腐食

が否定できないというものでございますけれども、これについて３月の地震動ではじいたものを表の右

側に整理してございます。上に乗っかっているポンプが揺られることによって、ボルトに発生するせん

断応力を算出したものです。腐食なしは新品状態、設計条件においてボルトに８ＭＰa のせん断応力が

かかっている。それに対して 60 年後の腐食量を折り込んで若干やせ細ったボルトだと仮定すると揺ら

れたときに発生する圧力は９ＭＰa。実際のポンプの重さあるいはボルトからすると 127ＭＰaまでが許

容力ということになりますので、十分な裕度があるということが言えるかと思います。こういう評価を

していって、最終的には先ほど申し上げましたようにこれまでの知見で考えればということでございま

すけれども、安全上重要な機器、２ページ目の４．のまとめというところですが、今回の地震によって、

機能を失ってしまうような大きな経年劣化の影響があったということは考えがたいといったことから、

事故の進展、あるいは事故の発生拡大の要因になったということは考えがたいのではないかということ

が今のところの結論でございます。 

 説明の順序がよろしくないかもしれませんが、もう１点補足を申し上げれば、ここで経年劣化の影響

と事故の関係ということで評価しておりますけれども、保安院の中では他の意見聴取会も幾つか並行し

て立ち上げておりまして、プラントのパラメータあるいはプラントの挙動といったところからの解析も

併せて行っているということでございます。そちらのほうでは、プラントの挙動解析シミュレーション

なども行ってございますけれども、安全機能を損なうような損傷があったということを示す情報は得ら

れていないということです。それから１号機の非常用復水器の話題等々が議論になることがありますけ

れども、こういったものも解析した結果、地震後に機能に影響を及ぼすような大きな損傷とする解析結

果は今のところ得られていないという状況でございます。こういったことと合わせて考えていただいた

らよろしいかと思いますけれども、福島第一事故と経年劣化の影響というものを明確に示す材料は、今

はないということでございます。ただ、いかんせん現場が見られないということが私どもにとって、全

くそこが手付かずということが事実としてございますので、この部分については、今後は現場が見られ

るようになった場合ということについては、追加的な検討があり得るということだと思ってございます。

ただ、現場が見られる福島第一の５号機と解析と実際の現場の検証ができる部分については、今始まっ

たところですけれども、５号機についても今のところ劣化影響あるいは地震による損傷は確認されてい

ないというところでございます。この辺については、引き続き検討を進めながら新しい課題が出てきた

ら対応していきたいと思っております。 

 それから、３－１と伊方２号機と福島との関係ということで、最後に一言だけ補足させていただきま

すと、今回の意見聴取会で専門家の意見を聞きながら検討を進めてまいりましたけれども、こういう福

島の影響、あるいはもう１つ話題になっている玄海の照射脆化の問題の影響、それからプラントの個別

の評価を並行して進めてまいりまして、伊方２号機の個別のプラントの高経年化技術評価に直ちに反映

すべきものがあれば反映するということで、同時並行で進めてまいりました。結論的に直ちに評価を大
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幅に変えることはございませんでしたが、先ほど申しました地震が長いという影響でありますとか、そ

ういったことについてはできる範囲で最大限配慮しながら審査を進めてきたものでございます。 

 以上、３－１から３－４までということでございましたけれども、今日はパワーポイントで概略をご

紹介させていただきました。それから、実際の技術的妥当性の確認ということでＪＮＥＳも今日同席さ

せていただいてございますので、ご質問があれば回答するという格好でお答えさせていただければと思

っております。説明は以上でございます。ありがとうございます。 

○濱本部会長 どうもありがとうございました。それでは、質疑に入らせていただきたいと思いますが、

ただ今のご説明は広範囲にわたりますので、ポイントを少し整理しますと、議題のところになりますけ

れども、３点。伊方２号機高経年化技術評価が１点、長期保守管理方針についてが第２点、福島第一原

発事故における経年劣化の影響の３点でございます。その３点について、１つずつ審議してまいります。 

 では、第１点目の伊方２号機の高経年化技術評価結果についてでありますが、先ほどご説明いただい

た内容を少し整理いたしますと、評価プロセスの明確性、評価対象機器等の抽出、運転経験、最新知見

の評価への対応、高経年化対策に着目すべき経年劣化事象の抽出、それから耐震安全性評価結果、追加

保全策の７点ぐらいだったと思いますが、順番は問いませんのでどこからでもご質問、コメントをいた

だきたいと思います。宇根崎先生。 

○宇根崎委員 ご説明ありがとうございました。このご説明の中には、具体的なところがあって、中性

子照射脆化のところでございますが、伊方２号機について過去３回試験監視片を取り出して、測定結果

をこの部会でも四国電力より何回も説明を受けているのですが、やはり先ほどのご説明の中にもありま

した玄海の１号機のこともあって、かなり県民の皆さんも不安に思っておられるかと思いますので、も

う少し詳しく国で玄海の１号機で行われた検討結果、審議結果と今回の２号機に対する中性子照射脆化

の評価に当たって、それがどのようにリンクされて審議されたのかをご説明いただけますでしょうか。 

○原子力安全・保安院 はい。それではお答え申し上げます。今、宇根崎先生にご質問いただいた点、

私も先ほど説明の中で触れさせていただきましたけれども、玄海の１号炉の照射脆化の関連温度が非常

に高くなっている件でございます。私どもの専門家の先生方に意見をいただきながら検討を進めている

ところでございますけれども、玄海１号炉は予測を超えて非常に高くなった。予測との乖離と言います

か、これまでのいろいろな知見からはじいた予測式と外れたということで、なぜ外れたか。異常な脆化

なのか、あるいは逆に予測式がうまく追い付いていないということも考えられますし、その部分につい

て検討を進めてきたというところでございます。結論としてはまだ審議中ということですので、今、詳

細な結論というところまでは至ってございません。今日ご参加の渡邉先生にも委員会にご参加いただい

て、審議させていただいているところでございます。先ほども申し上げましたが、玄海の問題と照射脆

化の問題と今回の四国電力の伊方の個別のプラント評価を並行しながらやってきたというところをご

紹介しましたけれども、玄海のほうは、60 年時点で脆性温度が 90 度くらいの高さになります。玄海１

号機は Cu 成分が高い材料を使っておりまして、Cu が 0.13％ぐらいのオーダーでございます。それに対

しまして、伊方２号炉ですけれども、Cu の成分で言うと１桁違う 0.03 ぐらいだと思いますけれども、

材料としては脆化しにくいと言っては変ですが、Cu 成分としてもそれくらいの差がございます。それか

ら 60 年時点で先ほど玄海は 90 度くらいということを申し上げましたけれども、伊方２号炉については

プラス５度くらいのオーダーということでございますので、かなり脆化の進展の度合いというものにつ

いても差があると評価をしてございます。そういったことから、玄海の１号炉の審議をしながら伊方に

ついても専門家の先生方に細かいデータを四国電力から提示してもらって、ご審議いただいたというこ
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とでございます。こういったことから、もちろん両方並べながら専門の先生に見ていただいたというこ

とでございますので、きちんと評価ができているかと思います。 

○宇根崎先生 ありがとうございます。 

○濱本部会長 渡邉先生。 

○渡邉委員 それに対するコメントですけれども、玄海と同じように評価したわけですけれども、伊方

の場合は先ほど室長からも説明がありましたように、随分状況が違っておりまして、伊方の場合は皆さ

んの共通した意見だと思うのですが、いわゆる中性子脆化という観点からは問題がないのではないかと

いう意見でした。いわゆる原子炉の高経年化の問題は中性子脆化というものがどうしてもクローズアッ

プされるのですが、やはりいろいろな主要機器がたくさんあるわけでして、それをきちんと総合的に判

断するということが大事なんです。ある程度高経年化対策というか、マニュアルに従ってＪＮＥＳ判断

しているということを皆さんの場で審議したというのが状況なんですね。ですから、玄海のようなこと

が直ちに伊方で起こるということは考えにくい状況であると思います。これは私のコメントです。 

○濱本部会長 どうもありがとうございました。藤川先生。 

○藤川委員 簡単に。まず、炭素鋼配管の減肉について国のほうでもご評価いただいていると思います

が、２次系配管経年変化調査マニュアルというものを社内文書で四国電力がおつくりになっていると思

います。それを国のほうでも改めて審査していただいたということですが、超音波で配管の厚さを測っ

ておられるのかと推定されたのですが、詳細がよく分からないので、これについて説明していただきた

いということが第１点。 

 第２点としまして、実際には減肉した配管に地震動が加わった場合の発生応力を計算していただいて

いるようですが、ほかの資料で見ていますと、地震動の計算のときにどういう計算をしておられるのか

によって、若干結果が異なっているような資料を見受けました。保安院としては、今の地震動に起因す

る応力評価が、非常に信頼性が高いものだと認めておられるのですかということをお聞きしたい。 

 ３点目ですが、非常用のポンプに超音波を使いなさいということが新たに追加されたのですが、これ

は福島絡みでやはりそこまでしなければならないということになったのかどうなのか。 

四国電力に要望したいのは、こういうことが言われる前に、できれば最新の知見を社内で導入していた

だきたいということの４点です。 

○濱本部会長 石垣さん、いかがでしょうか。 

○原子力安全・保安院 それでは、最初の先生のご指摘の３点につきましては、私からお答えさせてい

ただきたいと思います。１点目の配管減肉の関係でございますけれども、私どもの評価を簡単にご紹介

すると、学会の規格でもって、２次系配管の検査、調査はこういうふうにしなさいという規格がござい

ます。それで対象範囲などが決まっているわけですけれども、四国電力はさらにそれに加えて対象を広

げて実際の配管の減肉管理をしているということでございます。先生のご質問の超音波探傷検査をして

いるかということについては、定期的な検査をしてどういうふうな規格でどれくらい減肉が進むか、そ

の傾向からいくと後どれくらい使い得るか。ずいぶん先でもって使えなくなるようなところがあればそ

れはあらかじめ交換すると、こういう管理をしていくとするものであります。こうした管理のマニュア

ルや中身の記載の概要それから、実際の点検の結果でありますが、点検のやっているところとか、とい

うところは私どもで確認させていただいて今回どうだったかというような評価をしたということでご

ざいます。 

 それから、地震、その実際の配管減肉が起こった場合の地震応力での計算ということでございます。
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信頼性の部分ということでも質問いただきました。先ほどのパワーポイントの中でもご紹介をしました

けれども、配管減肉が実際の減肉、実際は超音波で測っている減肉したよりも、さらに保守的な、減肉

が進んだ想定を放りこんで、耐震性の評価というものをしてございます。そこは、必要肉厚まで一律に

減少した場合という、極めて保守的な評価になりますが、設計条件、ある種の設計をして、さらに実際

の設備はそれよりも余裕のあるものでつくられているわけでございますけれども、必要最小限、もっと

下で、これ以上減ったらだめという一番低い、薄いところなんですかね、という極端な想定をしてござ

いますので、そういったことも含めて考えていただければ、今回の減肉想定の耐震安全性というところ

については、保守性がある、信頼性のある評価になっているんではないかということが言えるかという

ふうに思ってございます。 

 ３点目の超音波探傷検査追加というところでございます。これにつきましては、福島の知見、直接的

な知見ではございません。むしろこれまでの最新の知見、他の発電所でのトラブル、伊方発電所でのト

ラブル。こういったところからの経験から出てきたというものでございますけれども、そういう他での

トラブルがある中で、今の保全の中身にて本当に大丈夫、追加するようなものはないのでしょうかとい

うことを検討のお願いをして、結果的に四国電力さんからは提案として、超音波探傷試験というものを

やっていただくということになったものというものであります。きずの検出性というところで、振動診

断試験をやっていただいているものに加えてということでありますけれども、振動診断試験での、検出

の信頼性というところについて、必ずしもお互い信頼性ということが高くないのではないかということ

から、念には念を入れ、追加として超音波探傷試験をしていただくということを、今回の審査の中で結

果としてそうなったというものでございます。ご質問の福島関連かという意味では、直接的な関連では

ございませんけれども、これまでの知見でございます。 

 ４点目の質問は四国電力から。 

○四国電力 四国電力の松浦でございます。 

 ４点目のことについてお答えさせていただきたいと思います。４点目につきましては、四国電力とし

て指摘を受ける前に自主的にやってほしかったということだったということだと思うんですけども、こ

の高経年化技術評価で、ＥＣＣＳポンプの評価として、疲労の評価を行っているんですけども、運転開

始の 60 年時点でもこの疲労評価は全然問題はないという評価になってございます。起こらないという

評価になっております。ただ起こらないといっても、念のために当然保全をしておくべきであって、そ

れにつきましてはこれまで振動、定期運転時振動診断でもって異常がないかどうか確認することにして

ございました。ただ今回あらためて評価しますとかなり主軸に亀裂が入った段階で振動に表れるという

ことが分かりましたので、念のために分解点検時の時に今回超音波探傷検査を実施するということにし

たものでございます。以上でございます。 

○濱本部会長 藤川先生よろしゅうございますか。 

○藤川委員 これは１号機とかも含めてこういう検査をしていくつもりということでよろしいんです

ね。 

○四国電力 そのとおりでございます。 

○濱本部会長 よろしいでしょうか。 

○吉田委員 今、配管減肉の話が出ましたので、それに関連しまして１つだけ質問させていただきたい

んですが、減肉が起こりますとその配管を構成した材料の成分が中に流れる、流体に混入することにな

りますけれども、その混入ルート、例えば流れ方の変化、あるいは化学物質混入による配管径管の減肉
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の促進など、そのような効果も考慮されているのでしょうか。あるいは考慮されていて、そういう意見

はほとんどないというふうにお考えなのでしょうか。少し質問させてください。 

○原子力安全基盤機構 原子力安全基盤機構の坂本と申します。実際に内容を具体的に検討しましたチ

ームでございます。今のご質問は配管減肉するときに、炭素鋼ですと、主成分は鉄なんですが、鉄が溶

出をして水の中に入っていくわけですね。それがむしろ下流側の腐食とか配管に影響しないかどうかと

いうそういうようなご質問でよろしいんですかね。 

○藤川委員 鉄の成分もそうだと思いますし、炭素質も影響があるかなと思うんですけれども、そのよ

うな影響です。 

○原子力安全基盤機構 現在の配管減肉の評価のやり方っていうのが統一されていますね、規格で決め

られてまして。日本ですと各電力会社の方がそれに従って配管の評価、配管減肉の評価をやっておりま

す。その評価の基になる、技術的な根拠になっている配管が、このぐらいのスピードで減肉しますよと

か、こういう条件になると減肉が早くなりますという中に、水質の影響というのが加味されています。

それは主には、溶存酸素とか流速とか、そういった要因になっているのですが、直接的に例えば、鉄と

か炭素とかが入っていることが、どのぐらい影響しているか、評価は含まれておりません。含まれてい

ないという理由はですね、特に鉄イオンとかは導電率に影響しますんで、腐食を定性的にいいますと、

若干促進する方向にいくんですけれども、ここで言います配管減肉のように流速が大きく影響するよう

な条件では、鉄イオンが多少増えてもそれほど影響しないということが分かっておりますので、評価に

は実際には影響はないということです。あと、非常に配管減肉が、猛烈なスピードで進み始めますと、

ご指摘のとおり下流側の水質に影響しますが、それは水質管理側でそういったところは検出されるとい

うふうに私は認識しておりまして、そういった水質側の異常、機器側の異常があるかどうかという検討

のほうにフィードバックするような仕組みというのは、それは今後そういった方向に技術としては進歩

していくんだろうなというふうには思っていますが、現実そういった仕組みで動いているというところ

のほうがまだいってないところです。以上です。 

○藤川委員 考慮されているということで、分かりました。 

○濱本部会長 森先生。 

○森委員 先ほどの、原子力保安院の方の説明の中で、許容値を満たしていると、あるいは保守的に判

断されているというようなご説明が何度かあったんですけれども、基本的な分野が違いますんで、基本

的なことをお伺いしたいんですが、その許容値の設定の仕方、それから保守的だというときの判断基準

というものがあれば教えていただきたいんですけど。 

○原子力安全・保安院 はい、分かりました。最初のほうの許容値ですね、許容値につきましてという

ことでございます。 

 ここはそれぞれの手法ごとに幾つかいろんな指標を使ってますんで、なかなか一言で言うというのは

難しいんですけど、基本的には技術基準であったり規格であったりというようなところでの許容値とい

うふうに考えて、規制値というふうに考えていただいたらいいと思います。それから、保守的というと

ころでございますけれども、これも逆に定量的な判断基準というものがあるわけではありません。それ

はきちんと説明できるか、なかなか説明できにくいものがございます。私ども、特にこういった評価を

する際に、非安全側になっていないということは、どれだけ担保されているかというところを確認した

時に、保守的な評価になっているんではないでしょうかというようなところで、表現ぶりとしては使っ

ているということでございますけれども、この評価の中に、非安全側に振れるような要素についてきち
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んと判断なり、評価なり、考慮なりされているかというところを見てるということでご理解いただけれ

ばいいのかなというふうに思います。 

○森委員 分かりました。許容値のほうが、既往の技術基準にのっとっているということ、保守的とい

うのは、非安全側ではないというようなご説明があったわけですけど、この技術評価書の中を拝見させ

ていただきますと、よりどころとなる資料が 1996 年の通産省の基本的な考え方というところに始まっ

て、もっとも新しいものが2008年日本原子力学会はって始まる2008年に改訂され、2009年に発行され、

ちょっと意味は分かりませんが、2010 年にエンドースされたと、今一番頭に、この技術評価書の頭に書

いてあります。質問は、国の評価の中で、福島以前にある意味決められてきた基準に対して、安全につ

いて見直しといいますか、安全の考え方に関して基本的な議論があったかどうかということについて、

お聞きしたいと思います。 

 つまり背景として安全性というふうに言った途端に、外力と強度、今はご専門の皆さんにご審議いた

だいたり、あるいはご議論いただいているのは、強度側の経年劣化による低下ということに関してさま

ざまな専門的な立場から、お聞きいただいていると思うんですけれども、いったん安全性っていうふう

になった途端に、その規律の問題になってますから、安全に関して議論があったかな、そのことについ

てご説明お願いいたします。 

○原子力安全・保安院 はい、分かりました。先生ご指摘のところにだいぶご質問といっておっしゃら

れた中に、だいぶもう入ってございまして、ここで議論しているのは、強度の材料側の経年劣化という

ところが主になっているところでございます。 

 福島の後ということで考えますと、先ほどもちょっと申し上げましたプラントのパラメータをきちん

と見ている、地震の影響について見ている専門家を含めた検討とか、いろいろやってございます。その

中で、安全というところについて考え方なり、どういうベーシックなところがきちんとどこかで統一的

になされているかというところについては、私の知る限りそういう統一的にきちんと突っ込んだ議論と

いうのは、どこかの場できちんとなされているかというところについては、そんなにやられてないので

はないかと思います。 

 例えば、実際の福島のプラントに起こったこと、プラントの挙動から、今後の改善すべきものという

ことでの教訓というような検討もなされてございます。それについては、ボトムアップ的なアプローチ

がなされていますし、地震についても同じように個別のサイトごとにきちんと評価というのはなされて

います。あるいは、もう少し根拠となるようなベーシックな考え方という意味では、従来は原子力安全

委員会が指針なりという格好で基本的な考え方を指示していただいて、具体的な安全の基準なり審査と

いう形は、原子力安全・保安院がという分担の中でやってきてございますけれども、安全委員会でも、

その審査指針の見直しという議論がなされておりまして、そういう意味ではちょっと申し訳ございませ

ん。責任をもってお答えしにくいのですけれども、それぞれの組織で今いろんな検討がなされていると

いうのが、実情に近いのかなというふうな感じでとらえていただけたらと思います。 

○森委員 完全な質問として、この検討していただいてる国の委員会といいますか、その組織の中に、

リスクマネジメントとかリスクアセスメントといったようなご専門の方は入っていらっしゃるのでし

ょうか。いないんでしょうか。 

○事務局 この分野の中ではいらっしゃいません。 

○森委員 私自身耐震設計だったりとかリスクマネジメントということで、それを専門にしていますの

で、原子力安全・保安院といわゆる安全とかリスクの定義に関して結び付きのあるものを調べたんです
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けど、朝方やっと見つけ出しまして、平成 17 年に原子力安全・保安院と原子力安全基盤機構の連携で

国際規格等におけるリスクの定義についてというような短い文章が出されていました。 

 いわゆる安全というのは、リスクの概念を抜きに定義ができない、つまり安全というのは、国際的な

規格として定義されているのが、受容できないリスクがないことというのが安全の定義なわけです。じ

ゃあリスクは何かというと、リスクの定義もこれも原子力安全・保安院さんがリスクに対する定義の取

りまとめの中で、国際的に最上位に位置する基本安全規格であるというふうにきちんと認識された上で、

ＩＳＯ、ＩＥＣ、つまり国際標準化機構、国際電気標準会議の用語で決められている害の考慮１という

ようなところにリスク定義として、危害の発生確率と危害の広さの組み合わせというようなことが、明

らかに書いてあるんですね。それは 1999 年時点で書いてあって、日本の国内では、ＪＩＳＱの 2001 と

いうもので、リスクマネジメント指数の構築のための指針と題して、それも日本工業規格として定義さ

れているわけです。 

 その２つをきちんと引用する形で、リスクの定義というのを原子力安全・保安院、それから安全機構

それぞれの連名で出されていると。このような認識の基でリスクの定義を出していますから、当然安全

の定義をしようとすると、リスクの定義をあらためて検討しなければいけないなってきます。危害の発

生確率というのは、原子力の側、原子力発電所の場合、いろんな設定をしてきておられると思いますし、

いわゆる危険地所として、スリーマイル島なりチェルノブイリなり、今回の福島というのがきたわけで

して、実際の実現象として起きてきますから、それを統計確率の考えで戻したとすると、明らかに発生

確率は想定よりも上がるというようにしか基本的には考えられない。それから危害の広さという意味で

も、例えば、原賠法でいわれる一機当たり今の 1,200 億円でしたっけ。それ損害保険を掛けないといけ

ないというのに対してはるかに大きくなるような広さになって、しかもそのいわゆる被害の広さという

のは、いまだどこも評価しかねていると、つまりどれだけ大きくなっていくのか分からない。そうする

とリスクの定義のうち、発生確率と被害の広さの組み合わせ、つまり掛け算ができるものであれば確率

と起きた事象の掛け算、それがリスクの定義になります。それが受け入れられないものがあるとすれば

それは安全でないというようないわゆる安全の定義を考えていくと、明らかに福島が起きた後、安全の

定義を原子力安全・保安院だとか、原子力安全機構の中の組織、あるいは外の組織で当然議論していか

なければ、その階層的に解であるところの技術的な検討というのが、意味をなさないと思うんですけど

も、そのあたりの議論がこの高経年化ですね、技術評価をする組織体の中でなされていないとすれば、

外でなされているかどうかというのを知りたかったわけです。それに対して今どこもされているとは承

知していないというようなご発言あったわけですけども、そういうふうにして考えますと、安全ってい

うことも技術的な評価をするなかなか根源的な意味を見出しかねているということであります。その辺

に対して、ご発言できる方で結構ですが、もう一度お考え知らせていただければと思います。 

○原子力安全・保安院 はい、分かりました。まず１つの言い訳になるのかもしれません。私が知らな

いだけで保安院の誰かがやっているということはもしかしたらあるかもしれません。その分については

私が知っている範囲でというお答申し上げました。さきほどのお答えで、もしかしたら私の知らないと

こにあるのかもしれませんというのが１つ。 

 それからもう１点は、今国会で審議中でございますけれども、新しい原子力安全規制、安全規制の為

の組織、体制、新しい安全規制の理念とか入った新しい法律案が出されて審議中、審議待ちぐらいの状

況ですけれども、そういった状況にございまして、その中では安全規制庁という新しい組織を作り、新

しい理念、放射性物質が環境なり人なりに与える影響を抑えるんだという理念を明らかにした上で、こ
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れまでの規制をもう一度洗い直して新しい規制の中で対応していくという議論が進んでおります。 

 この議論は、これはちょっと言い訳に聞こえたら申し訳ないのですけれども、保安院はこれから解体

になる組織でございまして、原発の事故担当、収束担当の大臣の下、内閣府で検討が行われ、新しい法

案が出されているというところでございますので、私の口からはどこまで申し上げられるかというのは

難しいところがあるのですけれども、そういう新しい法律、法律の基での理念、新しい規制というとこ

ろの中で、今言ったような動き、議論というのもあり得るのかなというふうなことでは想像はします。

すみません、これ以上はなかなか今私の口からは言うのは難しゅうございますので、申し訳ありません。 

○森委員 難しいことお願いしまして、どうもありがとうございました。ぜひともそういうすでに平常

時に合意として決められている国の工業規格とか、国際規格にのっとった安全に関する定義、あるいは

リスクに関する定義そういったものを今後の検討課題として、何らかの場で検討課題として上げていた

だくように切に要望します。よろしくお願いします。 

○濱本部会長 その他ご意見ございませんでしょうか。 

○辻本委員 非常に単純な質問ですが、資料３－１の 13 ページで、ターボポンプの主軸の高サイクル

疲労の指摘事項として、余熱除去ポンプと高圧ポンプ、この辺のポンプに関することですが、具体的に

は余熱除去ポンプに関しては分解点検して超音波検査を実施するということで長期的な保守管理方針

に追加することを確認されましたが、その他のポンプは現状保全を充実するということだけで、その理

由としては、設計時に疲労設計を実施しており必要ないという事にになっておりますが、設計時に疲労

の設計をしておりましても、設計どおりいかないこともありますので、なぜ余熱除去ポンプは超音波で

長期保守を行いほかのものはなぜ除かれたかについてをお聞き致します。 

○原子力安全基盤機構 原子力安全基盤機構の坂本でございます。 

 ご指摘のようにですね、ポンプは大体疲労設計当然されておりまして、ところがご承知と思いますけ

ど、何件かやはりトラブルがあって今回は問題にしてます主軸で損傷した事例がございます。これはや

はり実際に運転しているときに設計で想定したとおりにものができてなかったり、あるいは使っている

間に例えばゴミが挟まったりとか、設計で想定していない事象が起きて、それが損傷の原因になるとい

うことで、ですから設計で万全を期しているというのは当然なんですが、それに加えて実際の運転上起

こることも踏まえて監視するとか点検をするとかということで損傷を防止していくという方策がなけ

ればいけないというのが、私どもの考え方です。 

 今回は、設計時点についても四国電力さんからかなり詳しい情報をお聞きしまして、どのぐらい余裕

をもって疲労設計をしているかということも定量的に確認をさせていただきましたけれども、その他に

実際の運転を始めたときの保全の段階としてどうかという観点で相当議論をさせていただきました。１

つは長期保守管理方針に挙げましたように、超音波探傷試験が可能なものについてはそれやりましょう

ということで、長期保守管理方針の中では余熱除去ポンプについて記載をしておりますけれども、現状

の保全の充実といいますのは例えば原子炉補機冷却水ポンプというのがございまして、これは余熱除去

ポンプと似たような形をしたポンプですので、できれば超音波探傷検査ができるタイプです。かつて超

音波探傷検査を実際にやったことがございまして、そういった経緯もありますので、全く新たにそうい

ったものをやろうということではなくて、従来からやってきたことを少し定期的にやろうというふうに

四国電力さんがお考えになったということで、それであればあらためて長期保守管理方針ということに

しなくてもいいだろうというふうに判断したということです。 

 それともう１点ですね。その他に超音波探傷検査ができないようなポンプもございまして、そういう
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のはどうするか、ということに関しても議論させていただきまして、従来から振動診断をやられている

ということで、振動測定、振動診断のやり方を少し細かく念入りにやっていくような形にするとかです

ね、あるいは、振動測定とかで得られるデータから主軸の割れをもっと検出する方法はないかというそ

ういった研究開発も含めて将来に向けて実施していくとかそういった方針が四国電力さんのほうから

表明されましたのですね。それであれば現状も含めてもっと保全が充実しているだろう、そういった判

断をしたということであります。これでお答えとしてよろしいでしょうか。 

○濱本部会長 その他ございませんでしょうか。渡邉先生。 

○渡邉委員 国、あるいはＪＮＥＳの方にお聞きしたいんですけども、今回の高経年の技術評価はマニ

ュアルに従って、いわゆるクラス１からクラス３までに従って進められたわけですよね。われわれが福

島で学んだのは、そういうふうなプラスが付いてなくても復旧まで考えればその重要な影響を及ぼすそ

の機器があるんじゃないかということが分かってきたわけですね。そういうものを含めてきちんとした

ノンクラスの機器への対応というか評価というのはどこまで、そのこれからやれるかというのをお聞き

したい。 

 もう１点目は、技術的な評価というのは、先ほどから言われてます安全という評価でもって得られる

わけですけども、そのわれわれが具体的に地域に帰ってきたときは安心の問題が発生するわけですよね。

そういうふうないわゆるソフトな問題を含めて、国やあるいは保安院がどういうふうな対応をされるの

かということをお聞きしたいですね。やはり地域にあるのは漠然としたいわゆる高経年化に対する不安

というのがあるわけですよ。それに関してこれから恐らく４月以降になるかと思うんですけども、そう

いうふうなものも社会的な基盤というか、安心に対しての基盤というものをどういうふうにやられるの

かということをお聞きしたいですね。 

 まずはやられるのは電力会社であると思うんですけども、地元の立場としては国あるいは地方自治体

とどういうふうなスタンスをもってやればいいのかということをお聞きしたい。以上です。 

○原子力安全・保安院 最初の質問でございます。クラス１から３、それ以外はどうするのと、どうい

うふうにしていくかという質問ですが、今回の福島の検討を行う際に出た意見があるのですけれども、

過酷事象、シビアアクシデントということが起こった時に、シビアアクシデント対応のための設備、今

まで自主的な対応というところに任されてきた部分で、大きな反省点の１つというふうに言われてござ

いますけれども、そういったシビアアクシデント対応に使う機器というのは、実は中にノンクラスの機

器というのがございます。普通の消火水系で、消火のために水を通す配管を使って、それを使って何ら

かの格好で中の炉心を冷やすためにうまく使うと、そういう組み合わせによって対応するということか

ら、シビアアクシデントに使うようなノンクラス機器について、私のほうの高経年化技術評価の中では、

クラス１、２、３と安全上重要だという従来の仕切りでもってやっているところでございまして、それ

については確かに議論があって、今後の検討課題ということではございますけれども、ノンクラス機器

にも当然劣化というものがあり得るのか、その時どういう管理をきちんとしていくか、どういうふうな

評価をしていくかということについては、これからの検討課題、宿題にされてございまして、ちょっと

私ども今すぐノンクラス機器をこういう対象にしてくるということを、明確な方針があるわけではない

んですけれども、先ほど、森先生の質問にお答えしましたように、新しい法体系の中では、そのシビア

アクシデントをきちんと規制の体系の中に取り込んで、対応していくということも１つの大きなテーマ

になってございますので、そういった法令の中に取り込んで、シビアアクシデントの規制という中で、

劣化についてもどういうふうな形で管理していくのかということについてはこれから検討が必要な課
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題だというふうに思っております。 

 それから２点目の安全と安心ということでございますが、私どもにとっても気にしつつ現実的な対応

がなかなか難しいところというのを認識しながらやっているところでございます。私どもは保安院とし

ての存在、だんだん短くなってきてございますが、安全規制機関としてということで対応させていただ

く際に、私どもがきちんと評価し、地元の皆様方にご説明しなければならないのは、やっぱり安全なん

です、安全規制機関としてきちんと確保すべきは安全だというところだと思います。それをきちんと内

容を分かりやすく説明をし、ご理解をいただくという中で得られるものが安心というところになってく

るのかなあというふうに思います。もちろん電力事業者の取り組みというのがありますけど、規制機関

としてというところで考えるのであれば、安全についてはきちんと厳格に判断をし、科学的合理的に透

明性をもって判断し、それをきちんとご説明し、ご理解いただくことによって安心というとこにつなが

っていくかなというふうに思ってございます。 

○濱本部会長 森先生。 

○森委員 先ほど、保守的という表現、その後の安全について少し観念的な議論のほうに私自身行った

きらいがあるんですけれども、もう少し具体的に先ほどの質問を続けさせていただきたいんですが、保

守的だとか言われる場合に例えば放射線のモニタリングの際に平均値±３σというような管理法があ

るように、あるいはこういう物性の変化、減肉だとかいうなのはいろんな実験だとか解析だとかにいろ

いろと思うんですけども、そういった場合のばらつきで２σとか３σとかというようなふうに安全が見

えるとかそういう数字について何か基本的な評価の立場というのが、原子力あるいはこういう分野に対

して何か考え方があるのかというふうなご質問したかったわけです。 

 その点でお答いただけるようなことはありませんか。 

○原子力安全・保安院 そうですね、結論だけ申し上げるとですね、そうスパッと切れるものは多分な

いですね。私ども例えば照射脆化の例をとって申し上げれば、ほんとのところをどう把握するか、予測

と少しずれたと申し上げましたけど、予測とずれた時にどういうふうに補正をかけていくか、非安全化

にならないように補正をする、それを使って今度は強度のほうに計算に入るときにそこにもばらつきを

考慮して安全率を掛けたりしますので、一律ばらつきにシグマ幾つのところにはないというふうにしか

言いようがないのではないかなというふうに思います。最後に評価するまでの部分で、いろんなプロセ

スを踏みながら進めていく中、それぞれにばらつきがあり、それぞれに裕度を見たりしますので、ちょ

っと一律にスパッとというのはないんじゃないかというのが、私の理解です。 

 もし間違えてたらどなたか補足をお願いしたいんですが。 

○森委員 私自身は安全ということに関して、日本よりも欧米のほうがいろんな捉え方が進んでいて、

例えば、信頼性指標ベータなんていうような、信頼性工学と信頼性というようなことを考えた時に、ど

うしてもそういう平均値とばらつき、あるいはどこまでばらつきを許容するのかしないのかというのが

基本的な考えとしてあると思いましたので、原子力分野だと、例えば信頼性指標ベータは３とか５とか

非常に高いようなものを取るというようなことを教科書程度の知識しか知りませんけれども、そう理解

をしていたもので、実際のこういう判断の時に、こういう実験値があります、こういうばらつきがあり

ます、その際平均でなくどのぐらいマイナスシグマしているのか、マイナス２シグマしてんのかとかい

ったような基本的な考えがいまだ分からなくて、ちょっとご質問した次第です。 

○宇根崎委員 ちょっとそれに補足になるんですが、多分これ分野によってかなり異なっている。私自

身の専門としている原子炉設計とか、核特性、原子炉物理、その中の特に核燃料が臨界になるかならな
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いかも、そういう臨界安全、それについてはかなり多数の国際的な実験データの分析からばらつきを評

価して、それで３σというものを１つの目安として、それに対して決めてというふうにして、比較的そ

ういう実験データがまとまってあるものについては明確、非常にクリアになって国際的にもこのような

形なので、そういう意味で他の分野は私存じ上げないんですが、多分分野ごとにかなり違うんですけど、

基本的には同じような形であると考えています。ちょっと補足でございます。 

○濱本部会長 どうもありがとうございます。今の問題につきましては、原子力安全・保安院のほうで

もご検討というか、持ち帰っていただいて検討してまた機会があると思いますので、その時にご見解を

聞かしていただけたらと思いますが、よろしいでしょうかそういうことで。 

 有吉先生のほう。 

○有吉委員 ちょっと前の質問になりますが、技術評価書に対しての指摘事項の中に、10 ページと 11

ページですか、低圧ケーブルと同軸ケーブルの絶縁低下に関連して代表ケーブルとしては評価としては

よろしいということなんだけど、それ以外の他社のケーブルについてどうかということで、ご質問があ

って、それも試験の結果いいという判断が出てるんですが、このケーブルこれ以外のケーブルについて

はそういうのはあるのかどうか。あったら評価しているのかとその辺をお聞きしたいんですが。 

○原子力安全・保安院 はい、では私がお答え申し上げます。 

 ケーブル類をめぐる、こういったものにつきましては使用環境でありますとか、絶縁体の材料ですね、

仕様、こういったものから評価の際は、絶縁材料は同じであってもメーカーが異なれば長期健全性試験

をきちんとしてください、確認してくださいというのは私どもの基本的なリクエストです。そこで指摘

事項になっているようなものも、代表ケーブルと違うメーカーのものというものについても指摘という

格好で追加的なデータを出していただいて確認させていただきました。主要な実際の炉の中で使われる

仕様の条件でありますとか、逆に長期健全性の試験の条件でありますとか、こういったものを比べて、

代表として長期健全性試験をやったものが、他に実際に使用されるケーブルの条件をきちんと包絡した

ような、全体としての試験がきちんとなされていてデータが取られているか、というところを確認をし

てございますので、そういう意味で先生ご指摘の質問については、そういったものは包絡線をもって評

価しているというのがお答えになればと思います。 

○有吉委員 グループ分けでは、低圧ケーブルと同軸ケーブルの２グループなんですか。 

○原子力安全・保安院 同軸と低圧だけではございません。他の難燃ＰＨとかいろんな絶縁体ごとにタ

イプごとに評価をしてございます。 

○有吉委員 代表ケーブルとはまた違うんですか。 

○原子力安全・保安院 それごとに代表制を取っています。 

○有吉委員 それと１つですね。この中で難燃ＰＨケーブルに関して試験をした、実験をしてるという

ように書いているんですが、これはあれですか、燃えないんですね。難燃ＰＨケーブルというのは使っ

てる場所。一般的には。 

○原子力安全・保安院 格納容器内です。 

○有吉委員 格納容器内ですね。それの試験というのは、評価書に若干書いてらっしゃると思ったんで

すが、具体的にはどういう条件で試験をするのかという点と、それから他のものでも実際に実験をして

決めるものがあるのか、もしあれば聞きたいんですが。 

○原子力安全基盤機構 実験は実際の原子炉を使うわけではありませんで、実際の原子炉で使っている

ケーブルと同じものを使いまして、原子炉の条件、これ原子炉ごとに細かくどこの部分で何℃で放射線
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がどのぐらいというのを調査した結果に基づきまして、試験条件を決めます。その試験条件に合うよう

に、恒温層の中に入れて温度を一定に保つ。何度か一定に保つ。 

 それから放射線につきましては、主に高崎にありますＪＡＥＡさんのガンマ線照射施設を使いまして

そこで照射をします。ただ実際の原子炉ですと何年も掛かって照射する分を試験ですから、比較的短期

間でやらないといけませんので、実際の原子炉よりももっと早くたくさん照射させるようなそういう条

件にすることですね。実際の原子炉での温度は例えば 40℃ですと、それよりも高い温度で 60℃ぐらい

にしてその代わり期間的には短縮できるような、見かけの活性化エネルギーというのを実験で求めまし

て、それに基づいて原子炉で 60 年なら 60 年相当を実験で再現するには何時間やればいいかということ

を評価した上で、そういった実験をやることでございます。 

 さらにそういった環境を経験した後で、事故時に機能要求がある、格納容器内の重要なケーブルって

そうなんですけど、原子炉の中で事故が起きて蒸気が格納器の中に充満してきたようなそういった環境

を想定しまして、格納容器内にて設計上想定されるような温度とか放射線の量っていうのは、通常運転

している時よりは相当高くなりますんで、そういった条件も想定した実験をさらに付け加えます。両方

の環境条件、厳しい環境条件を通過したもののケーブルの性能をチェックして、それを合格してればそ

のケーブルはＯＫだと、そういう判断をします。 

 先ほど代表ケーブルの話がありましたけど、基本的には同一タイプのケーブルで同一メーカーのもの

についてしか試験結果は有効ではないよと私どもは判断しております。ですから、伊方２号さんの場合

も全部のタイプのケーブルについてそういった観点でもチェックをいたしまして、たまたまそうなって

なかったのが２件ございましたんで、それについては指摘させていただきました。よく調べていただい

た結果ですね、その２点についてちゃんと実験結果がありましたんで、それを基に評価書を作りなおし

ていただいた、そういうことでございます。 

○有吉委員 他の劣化事象の中でも何か実験で判定するものがあるんでしょうか。 

○原子力安全基盤機構 実験的な評価としては、熱時効というのがありまして、これは２層ステンレス

鋼なのですが、これもやはり実際の原子炉の運転条件でいきますと、20 年 30 年かかって少しずつ材質

が脆くなっていくという現象なのですけど、これも評価に使う実験データは、少し温度を高くしてデー

タを取るというようなことをやっています。それと実際の状況を比較して 60 年間運転しても脆くなら

ないかどうかということを確認していることでございます。 

○有吉委員 ありがとうございました。 

○濱本部会長 その他ございませんでしょうか。それでは、第一のポイントについてはこれで。 

 どうぞ。 

○宇根崎委員 これ少し国のほうにお願いなんですけど、渡邉委員、森委員からのご発言、ご指摘とも

関連すると思うんですけども、いわゆる許容値というものが、さまざまな標準とかそういうふうなもの

に対して、定められてくるということで、随時、最新の技術的知見と経験が反映されて解決されていく

べきものであるということであります。 

 それでそういう意味でパワーポイントの 16 ページ目のところの今後の対応についてを少し拝見しま

すと、最新の技術的知見等々を反映していくというところが事業者の役割のとこであると明確に書いて

あるんですけども、国のほうで事前確認、例えば適切性の事前確認。それから例えば 10 年を超えない

期間ごとに高経年化技術評価の再評価を行っていくというところで、ここにも明確的に最新の知見を積

極的に取り入れていって、的確に反映しながら妥当性を確認するというのをぜひ明記していただければ
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ほんとに国民の目から見て、より安心という観点で、よろしいのかと思いますが、これはお願いでござ

います。 

○原子力安全・保安院 はい、大事なことだと思います。承知いたしました。 

○濱本部会長 それでは第２のポイント、長期保守管理方針についてであります。四国電力では国の審

査を踏まえて、評価書の一部補正して昨年当会でご説明いただいた内容から保全項目が追加されていま

す。 

 今までの議論で随分関連してありますので、この点についてはよろしゅうございますか。はい。 

 そしたら、この２つ、１点と２点のポイントについて一応総括してみますと、高経年化技術評価につ

いては、高経年化対策に、着目すべき経年劣化事象や機器設備等が抽出された上で、最新の知見を踏ま

えて技術評価なされるとともに、経年劣化事象に応じた追加保全策が策定されている。長期保全管理方

針については、高経年化技術評価の結果を踏まえて策定されている。この２点について的確に行ってい

ることを確認した。一応このように総括、この２点についてよろしゅうございますか。 

○森委員 決められたことに対して、つまり既にルールに基づいたことはきちんとなされているという

文脈ではいいと思いますが、もともと基準になるべき、典拠するべき基準自身の見直しが特にされてい

るわけではありませんし、明確なお答えが入れられていませんので、決められた手続きにはのっとって

きちんとなされていることはよく分かりましたが、もともとの基準のほうの構成は今後検討していく必

要があるんじゃないかとちょっと思ったんですけどいかがでしょうか。 

○濱本部会長 そのへんは、この専門会の意見として集約して午後の管理委員会への報告に入れさせて

もらうようにします。 

 ３点目も既にいろいろ話が出ておりますけれども、福島原発事故の高経年化への影響について特にご

意見ございますか。森先生。 

○森委員 これは１点だけです。短く申し上げます。８ページに書いてある、８ページの最も下に書い

てあるところ、確かご説明の時にもここの文章をお読みになったと思いますが、最初文搬省略しますけ

ども、今回の地震動によって機能を失うような経年劣化の影響があったとは考え難くというように文章

では書いてあります。あったとは考えにくいということなんですけれども、これ、なかったとも断言で

きないわけでして、論理的には。ですから、なかったとは言えないというような文言一緒に加えていた

だければ。 

○辻本委員 先ほどの基準値と関連するんですが、年明けの時に細野事故担当大臣が原子炉は原則とし

て 40 年で廃止するとか、40 年の数値が出てきました。ここでは、30 年を経過した原子炉は 60 年まで

10 年ごとに検査するとか、30 年、40 年、60 年という数値が出てまいりますが、30 年とか 40 年とか 60

年とか数値の根拠があるのでしょうか。 

○原子力安全・保安院 分かりました。できる範囲で説明します。できる範囲と申し上げたのは細野大

臣あるいはその下のチームが提案している部分については私ども保安院は、知ってる範囲でということ

でご説明を申し上げたいと思います。その前提のご説明だと思ってお聞きいただけたらありがたいとい

うふうに思っております。 

 先ほど少し話題に出ました、新しく１月に細野大臣が国会に出されている法案では、原発の運転期間

は 40 年に制限するという記載がされてございます。40 年で制限し、１回に限り延長あり得るべしとい

う記載になってございます。その 40 年につきましてということでございます。これは私が新聞で聞く

範囲ぐらいだと思って聞いていただければ結構なのですけども、細野大臣がお話されている中身をお聞
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きすると、照射データでありますとか、低サイクル疲労でありますとか、という原発の当初の設計の時

の評価の条件で 40 年というものが使われているので、これを１つの目安として制限の数値として明確

に決めるということに意味があるのであって、その目安として設計の時の評価条件を使ったというよう

なことよく発言されているようでございます。それからそういった意味で現在の伊方の評価を 30 年た

ったところで 60 年までという前提、評価条件で評価してるわけでございますけれども、正直申し上げ

て 40 年の制度が出来上がった時にこの 30 年の制度がどうなっているかというところにつきましては、

まだそういう審議、法律を検討しているチームのほうから提案されてませんので、私のほうから申し上

げるのはとても難しい状態にありますということでございます。ただ、40 年で制限をする際のそのハー

ドルというのは非常に高いんだという発言を細野大臣が何度かされていることを考えますと、今の高経

年技術評価で 30 年時点で 60 年目まで見通して評価というところ、これからもこのまま続けるというこ

とと、40 年が原則だという考え方で、どっちにしても整理が必要になってくるんだろうとは思いますけ

ども、具体的な検討は新しい規制庁ができあがって新しい体制の中で検討されていくというところだと

いうふうに思ってございます。 

○濱本部会長 ありがとうございました。よろしゅうございますか。 

○有吉委員 今回の評価においてこれまで保安院で実施した福島の第１から第３号に対する高経年化

対策、高経年化の評価結果ですね、それがどのように生かされているかという点と、それから今回の伊

方２号機に対する評価も含めた高経年化対策技術評価の方法、それから結果の妥当性についてあらため

てどのようにお考えになっているのかお伺いしたい。 

○原子力安全・保安院 はい、分かりました。まず福島の高経年化の評価結果をどう使ったというとこ

ろでございますけれども、先ほどのご指摘もありましたけれども、今までの知見から言えば福島第１の

事故と経年劣化の影響を示すものはありませんと、はっきりはしない部分はもちろんありますけれども、

今の知見ではという前提付きですけれども。 

そういったことからするとですね、福島の事故の経験、あるいは１号機から３号機に過去に行った「高

経年化技術評価の結果」というものについて、直接的に具体的に今回の評価に直接具体的な部分という

ところでは、明確なものはないかと思います。 

 ただ私ども、「高経年化技術評価」とは福島だけに限らず、これまで 20 機ぐらいずっと続けてきてる

わけでございまして、そういった意味では、評価する側、あるいはＪＮＥＳ含め、私どもの体制の中で、

ノウハウというものをやっぱり結構蓄積されてきてるのかな、というところはあるんだと思います。そ

ういった意味で、個々のプラントの評価の蓄積、20 機分、ここ 10 年ぐらいの保安院、ＪＮＥＳの取り

組みというものを全部、今回の伊方の評価の中で、活用できたんではないかというふうに思ってござい

ます。 

 それからその伊方の今回の評価につきまして、ということであります。福島の反映ということでは、

直接的なものはないと申し上げましたけれども、地震が長いこととか、余震が多いことという意味での、

なるたけ細かい目で私のほうも見たつもりでございます。今の手法なり、今の体系なり新しい規制の体

制の中でどうなるかというところを抜きにして考えていただかないといけないとは思うんですけども、

今現在その現状の規制体系なり、規制の手法なりという中ではですね、私どもは最大限度目配りをして

福島から反映できることはもちろん反映をして、ということでやってきたつもりでございます。別途、

福島の技術的知見というようなところからですね、ベントをどうするとか、格納容器の閉じ込み機能は

どうだった、これは別途の議論としてございますけれども、材料の経年劣化という部分については、き
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ちんと評価ができたのではないかというふうに思ってございます。 

○有吉委員 今後のことも含めてですけれども、技術評価の方法とか、それから結果の妥当性とか、そ

ういうことに対して、どのように考えておるのか。 

○原子力安全・保安院 はい。そういう意味では、私どもの現場レベルでの手法なり評価の妥当性とい

う意味では、先ほども申し上げましたように、最大限できることはきちんとやった、というふうに私ど

も思ってございます。 

 ただ、今、先生のご質問の中でですね、１つだけ答えにくいのは、新しい規制の体系、規制の考え方

の下でどうするんだ、というところについてはですね、申し訳ございません、今保安院の立場からです

ね、申し上げるのはちょっと辛うございます、とご理解いただけたらと思います。 

○有吉委員 はい。理解できます。ありがとうございました。 

○辻本委員 今までの議論と少し外れるかもしれませんが、福島の事故に対してオフサイトセンターが

役目をはたしませんでした。オフサイトセンターは保安院のこれ中枢でございます。今、保安院は、電

力会社の地震対策、津波対策につてご指導を受けておりますが、保安院と直接関係のあるオフサイトセ

ンターも津波とか耐震とかに対して、大丈夫でしょうか。今後どういう考えを持っておられるのでしょ

うか。オフサイトセンターは事故起こった時の中枢で、大本営みたいなもんでございますから、今後、

お考えをお聞きしたいと思います。 

○原子力安全・保安院 分かりました。その点に関しましてはですね、私直接に担当してないので知っ

てる範囲でお答え申し上げますけれども、ご指摘のとおり、オフサイトセンター、福島大熊町のオフサ

イトセンターは、放射性物質が入り込んで、もうそこで作業ができなかったということもございますし、

実際に、通信のインフラが悪くてですね、実際にそこで東京と連絡すらまともに取れないような状況が、

私もちょうど３月 11 日から１週間ぐらいあそこにいましたけれども、本当に厳しい状態だったと思い

ます。 

 そういったことも含め、今、その安全規制機関としての現場の指揮はどうあるべきか、あるいはその

地元の自治体さんとも一緒に考えなければいけないのですけれども、その地域の防災をどう考えるかと

いうことにつきましてですね、いろんな議論がなされてございます。  

 そういった中で、いろんな意見が出て、まだちょっとまとまってはいないのではないか、というふう

に思います。オフサイトセンターをどういうところに置くべきか、というところもその中の大事なテー

マ、オフサイトセンター１つでいいのか、機能を分けて２つ置くか、どうするのかというのも議論にな

ってるというふうに承知しておりますけれども、まだ結論には至ってないというふうに思ってございま

す。 

○濱本部会長 よろしゅうございますか、森先生。 

○森委員 先ほどの資料、３－１の８ページに書いてある、まとめの文章なわけですけれども、これ先

ほど指摘させていただきましたが、その後このファイルの資料の中で、あと資料３―４に宇根崎委員か

ら教えていただきまして、関連する記述がありました。 

資料３－４の 17 ページをご覧ください。この 17 ページ以前は、考えがたい、考えがたいというような

緻密な検討がなされているのはよく分かりましたが、この 17 ページの（３）その他のところですね、

これの後半に「この為、（途中飛ばしますが、）経年劣化との関係、損傷原因等、製造技術の古さ等々と

の関係については、不明である」といったことが明記されている。それに続いて、「したがって」とい

うことで、「今後の追加的な検討が必要である」と、これが書かれています。 
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 そこまでの本文の検討に引き続いて、このギリシャ数字のⅣ「まとめ」のところで、やはりこの１で、

「福島第一事故における経年劣化の影響」と題して３つのパラグラフが書いてあって、最初の２つのパ

ラグラフでは、「考えがたいとの結果になった」、というふうに締めくくってありますが、３つ目のパラ

グラフでは、「現時点においては、困難であるため」ということで、「今後追加的な検討が必要」という

ようなこと書いてあります。 

 こうやって考えがたいという机上での検討、それはそれでとても技術者としてよく理解できるもので

はあります。ただ、「ただし」ということで、やっぱり残る、断言できない不安っていうものを、ずっ

と報告書では書いてある。しかもまとめでも書けてあるにもかかわらず、このプレゼンテーションに使

われるような、参考の下のかっこ書きのところで、片一方だけを採用して、片一方を採用していないと

いうのは、ちょっと腑に落ちないところがありますので、われわれの立場で原子力安全・保安院のほう

の文章の修正等、望むべくもありませんから、この技術部会として考えがたいというようなことととも

に、断定もできないんだと、つまり不明であって追加的な検討が必要であると、いうこの原子力安全・

保安院の見解を了承すると、いったように２つの意見はやはり併記すべきだと思います。ごめんなさい、

２つの意見ではなく、２つの見方です。 

○濱本部会長 ありがとうございました。 

その他ございませんでしょうか。 

 じゃあこの第３のポイントについて総括いたしますと、現時点で得られる福島原発事故に関わる知見

に基づく評価の結果、経年劣化事象が事故の発生拡大の要因となったことは、「なった」とは考えがた

く、というふうにしてますけれども。要因となった。どういたしましょうかね。まあこういうことでは

いかがでしょうか。要因となったとは考えがたく、今後の事故を踏まえて、今般の事故を踏まえても、

これまでの高経年化対策技術評価に不合理な点は認められないものと考えられる。 

 「ただし」というふうにして、ただし今後現地確認、まあこれは当分難しいんだろうと思いますけれ

ど、現地確認等、この点については今後も追加検討が必要で、現地確認等含めて追加検討が必要である。

新たな知見が得られた場合には、四国電力は的確に追加的な検討をするとともに、県民に分かりやすく

説明する必要がある。 

そういうことでよろしゅうございましょうか、森先生。 

どうも、ありがとうございました。 

 この２つ、私、統括いたしましたけれど、これを今日午後の管理委員会に部会の意見として報告させ

ていただきます。 

 

（４）伊方３号機の安全性に関する総合評価（いわゆるストレステスト）一次評価の進捗状況について 

 

○濱本部会長 では続きまして、伊方３号機のストレステストの一次評価結果についてでありますが、

本件については 12 月の当部会で概要の説明を受けておりますけれども、本日もその後の進捗状態につ

いて四国電力から説明を受けたいと思います。 

 また前回の部会で委員からコメントをいただいておりますけど、これに対する四国電力からの回答も

お願いしたいと思います。 

○四国電力 はい、四国電力原子力本部長の柿木でございます。 

 ご説明の前に一言ごあいさつを申し上げます。技術専門会の先生方には、日ごろから伊方発電所の運
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営につきまして、ご理解とご指導を賜りまして誠にありがとうございます。 

東電福島の事故も発生から１年以上たちましたけれども、その間、関係者のたゆまぬ努力が続けられて

おりますけれども、まだ本格的な終息にはかなりの時間がかかるというふうなことでございます。 

 当社といたしましても、事故の早期終息と、それから避難をされている方々の一日も早い帰宅を願う

とともに、伊方町や周辺の地域の方々にご安心いただくために、緊急安全対策等、伊方発電所の安全性

の向上に向けましてですね、必要な対策について計画どおり実施いたしますとともに、できるものにつ

きましては、前倒しをして実施をしていくこととしております。 

 本日は、今ご紹介ございましたように、３号機のストレステストの状況につきましてご説明をさせて

いただきますが、本件につきましては、昨年の 11 月 14 日に３号機の一次評価の結果をまとめまして、

国に報告をし、現在原子力安全・保安院で審議をしていただいているところでございます。 

 本日はこの審査の過程で地震に対する評価を変更いたしましたので、その内容についてご説明をさせ

ていただいたら、というふうに思います。今後とも信頼される伊方発電所を目指しまして、伊方発電所

の安全安定運転、それから情報公開の徹底を引き続き全力で取り組んでまいりたいと考えておりますの

で、よろしくお願いをしたらと思います。 

 それでは本件につきましては原子力部の耐震設計グループリーダーの岡田からご説明をさせていた

だきます。 

○四国電力 四国電力、岡田でございます。 

それでは建屋応答の非線形性が設備の裕度評価に及ぼす影響につきまして、ご説明したいと思います。

座らせていただきます 

 資料に基づきましてご説明申し上げます。 

まず１ページ目、お開けください。はじめにということで、総合評価におきましては、地震動の大きさ

と地震による設備が受ける応答とは、比例関係にある、として裕度評価を行っております。これは線形

応答と申してございます。 

 それに対しまして、地震動が大きい場合は、地震動の大きさと地震により設備が受ける応答は、比例

関係にならないことが考えられます。これを非線形応答と申します。 

左下の図を見ていただきたいと思うんですが、線形応答と非線形応答、両応答のスペクトルの相違を表

したものでございます。 

 横軸が周期でございまして、右側ほど長周期側になります。縦軸に加速度でございまして、折れ線と

いいますか山状況の絵を書かせてもらってますけども、細い線のほうが基準地震動Ｓｓを入力したとき

の応答でございまして、これを縦方向にα倍したものでございます。 

 それに対しまして、太い線の方が、基準地震動Ｓｓのα倍を建屋に入力いたしまして、建屋応答解析

をした結果として得られた応答スペクトルでございます。これは一般的な応答のイメージ図でございま

すけれども、この細い線と太い線比べますと、一般的にはですね太い線のほうが、建屋が非線形に入り

まして、エネルギー吸収が起きますので、若干小さくなる傾向、それと建屋のこういう応答が右側にシ

フトする傾向がございます。 

 それに対しまして、機器の固有値というのが、このピンクで表してます範囲が一般的なところでござ

います。その中で、黄色く表してますところ、これが太い線で表してます非線形の応答のほうが線形を

上回ったという状況でございますけれども、部分的にこういうところがある可能性がございます。そう

いうところに、機器の固有値がございますと、その機器は影響を受けて、非線形のほうが裕度が厳しく
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なるような状況が発生するというものでございます。 

 これにつきまして、右のフローに沿って検討を行いました。大きくは３つでございますけれども、影

響有無の確認、それにつきましては報告時点のクリフエッジ値が 1.86 倍のＳｓでございましたので、

1.86 倍のＳｓを入力しまして建屋応答解析を行いまして、その結果の応答スペクトルを用いまして、影

響のある機器を抽出してございます。 

 その後、影響の可能性のある機器の裕度評価を行っております。抽出した設備につきまして、1.86 倍

のＳｓ入力時の非線形応答を用いた裕度評価を行いまして、さらに評価の結果クリフエッジである 1.86

未満となる設備につきましては、入力地震動をさらに変更して評価も行っております。その結果を用い

まして、最後にクリフエッジの再評価を行っております。  

具体的なところでいきますと、２ページをお開けください。 

 まず、1.86 倍のＳｓ入力時の非線形応答を用いた裕度評価でございまして、左下にその結果を表して

ございます。 

 ４つの機器が抽出されてございまして、報告時の裕度に対しまして、再評価時の裕度が低めになって

ございます。右側に棒グラフでお示ししてますのが、応答加速度の比較でございまして、各機器ごとに、

黒い線が線形応答を仮定した場合の応答値、グレーのほうが非線形の場合の応答値でございますので、

非線形のほうの加速度が上回っておりますので、結果として裕度が小さくなってございます。 

 続きまして３ページを、お開けください。先ほどの抽出した機器につきまして、今度は入力地震動を

少し小さくして評価を行った結果でございます。 

 入力地震動につきましては、ドロッパ盤と充電器盤の前ページの裕度が 1.5 程度ございましたので、

1.5 というのを設定いたしまして、建屋の応答解析を行いまして、評価を行いました。 

 前ページ同様に、右側に棒グラフで加速度を表してございますけども、これは 1.86 倍に比べますと、

その影響度合いが小さくなっておるのが見て取れると思います。 

その結果といたしまして、左の表にありますような、裕度が求められまして、「非線形の影響」という

ことではですね、この裕度が適切な裕度じゃないかというふうに考えてございます。 

 以上の結果をもちましてクリフエッジ評価を行いましたのが４ページでございます。イベントツリー

の裕度のところを、従来のドロッパ盤等から、赤く記載してございますけども、充電器盤の 1.5 に変更

したものでございまして、これを用いまして、クリフエッジ評価を行いました結果、ドロッパ盤から充

電器盤に変更になるとともに、裕度は 1.5 という結果を得てございます。 

 続きまして最後のページでございますが、検討結果のまとめをしてございます。伊方３号機につきま

しては、建屋応答に非線形性が設備の裕度評価に与える影響について検討いたしました結果、αＳｓ入

力時の建屋の応答は、建屋が非線形化することによりまして、長周期側にシフトするものの、Ｓｓ入力

時のα倍ほど大きくならない傾向にありまして、Ｓｓ入力時の応答から算定した設備の裕度は、概ね保

守側に評価されていることを確認いたしました。 

 一部の設備の裕度が減少していることから、建屋応答の非線形性を考慮した設備の裕度評価を行い、

クリフエッジの特定に与える影響について検討しました結果、伊方３号機の炉心損傷に対するクリフエ

ッジにつきましては、クリフエッジとなる耐震裕度の値が 1.86Ｓｓから 1.5Ｓｓに減少し、機能喪失の

原因となる設備がドロッパ盤から、充電器盤に変更になることを確認しております。 

 なお、建屋非線形性の影響を踏まえまして、総合評価で報告しました耐震裕度が減少すると分かりま

したドロッパ盤、および充電器盤につきましては、耐震信頼性のより一層の確保のため、２倍裕度の確
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保の一貫としまして、前倒しで耐震性向上工事を実施し、耐性の強化を図ることといたしております。

ご説明は以上でございます。 

○四国電力 続きまして、資料４－２に基づきまして、前回会議におけるコメント回答についてご説明

させていただきます。原子力本部の増田でございます。よろしくお願いいたします。着座して説明させ

ていただきます。 

 資料１ページめくっていただきますと、１番目のコメントで「耐震のクリフエッジ評価について耐震

裕度の算出方法」ですけども、耐震バックチェックの評価方法と異なるということがありましたため、

それを分かりやすく図を用いて説明するように、というのが前回のコメントとしていただいております。 

 回答ですけども、下の図を見ながら説明したいと思いますが。 

 左側の耐震バックチェックのほうでは圧力による応力と、地震荷重を含む外荷重による応力との合計

応力から算出される応力強さと許容応力強さを比較することによりまして、裕度を評価しております。 

 一方、ストレステストにつきましては、右側のほうになりますけれども、「圧力による応力は、外荷

重の増減に関係なく一定である」ということがありますことから、「地震荷重等の外荷重のみ」に着目

して裕度を算出しております。 

 右の図にありますように、圧力による応力を差し引いた上で、残りの部分の許容応力強さと、外荷重

による応力強さを比較させることにより、裕度を求めさせて、地震に対してより実態に則した評価を実

施しています。この件につきましては、以上のような回答でございます。 

 さらに１ページめくっていただきますと、２番目のコメントですけども。 

 蓄電池の容量時間、具体的には５時間なんですけども、それ以内に電源車をつなぎこめることを具体

的に説明するように、というコメントをいただいております。 

 これにつきましては、回答の部分を読ませていただきますが、ストレステストでは、緊急安全対策等

の防護処置の成立性を検討した上で、クリフエッジの評価を実施しております。 

 防護処置の１つであります電源車のつなぎこみにつきましては、電源確保訓練等によりまして、５時

間以内にこれが達成されることを確認いたしております。 

 具体的な中身といたしましては、下の図にありますように、上のほうに１，２、３号機の電源確保の

ための電源車のつなぎこみ等が書いておりますけども、これは夜間の訓練実績ですけども、約３時間３

分で実施できておりまして、電源の確保時間の標準であります５時間に対して、約２時間程度余裕を持

ってできるということが確認いたしております。 

 下側のほうですけども、これにつきましては電源車の運転開始以降の燃料補給についての検証でござ

いまして、まず上側がホイルローダーによるがれき撤去をやることによりまして、水源確保に必要なル

ートの確保とかですね、電源車の燃料補給に必要なルートを確保した上で、実際には電源車の燃料補給

をするという手順を作っておりまして、それら全部加えてもですね、大体７時間 20 分程度で補給が可

能というふうに考えておりまして、電源車の燃料が枯渇する 14 時間以内に余裕があったということを

確認いたしております。 

 ここで「約半日」のところに黒い線が引いてありますけども、ここ以前に発電所内に常駐する要員で

対応可能です。それ以降につきましては、継続的な燃料の補給等が必要でございますので、参集要員に

よりまして対応をするということを考えております。本コメントに対する回答は以上でございます。 

 続きまして次のページ、３つ目のコメントでございますが。 

３号機のストレステスト評価報告書の中で、安全防護系シーケンス盤が個別評価されていないというこ
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とが割愛されていると。具体的には下の図に描いてるわけですけども、こういうふうに赤の囲み線の中

で書かれてまして、これって本当は評価すべきではなかったのですかと、他にも同様なものがあるんで

はないですかというようなご指摘を受けております。 

 これについての回答でございますが、上から読ませていただきますが、安全防護系シーケンス盤は、

損傷した場合の安全性への影響範囲が大きいことから、個別に評価するのではなく、ただちに炉心損傷

にいたるものとして扱っております。 

 安全防護系シーケンス盤の耐震裕度等を算出いたしますと、7.09。許容津波対策につきましては、17.8

メートルいうことで評価しておりますので、これ自体が直接「クリフエッジ」とはなりません。ただし、

評価としては実施しておりますということで、考慮はしておりますというような回答になります。 

 「なお」のところに書いておりますように、今、同様な取り扱いのものといたしましては、原子炉建

屋とか、原子炉容器等がございまして、原子炉建屋等については一部クリフエッジとして出てきており

ますけれども、原子炉容器等につきましては耐震裕度等が十分ありますので、それ自体は「クリフエッ

ジ」とはなっておりません。本件の回答は以上でございます。 

 最後の４番目のコメントでございますけれども、ここは背景のほうからご説明させていただきます。

先ほど高経年化技術評価の中で、配管の減肉についての評価と耐震安全性ということについていろいろ

議論がありましたけれども、ここも同じようなご質問でございまして、その配管減肉と耐震裕度の評価

について具体的な配管で肉厚測定頻度、測定値、それによる事後評価、最低肉厚までの年数というのを

具体的数値で示した上で、裕度がどれぐらいあるかを示してほしいというコメントをいただいておりま

す。 

上のほうから読ませていただきますが、伊方発電所では、日本機械学会、加圧水型伊方原子力発電所配

管減肉管理に関する技術規定に基づきまして、配管の減肉管理を実施いたしております。 

 具体的には対象となる配管につきまして、肉厚測定を超音波ですけども実施いたしまして、それに基

づき事後評価を行いまして、配管取り替え計画等の策定を行っております。具体的なフローを次のペー

ジに書いておりますので、ちょっとめくっていただけますでしょうか。 

 配管の減肉管理のフローをこういう流れで書いております。一番上ですが、配管の肉厚測定をこれ実

績ですけども、第 12 回定検で実施いたしております。それ以前にもですね、第８回定検で実施してお

りまして、その８回から 12 回定検までの運転時間と、測定した減肉量からですね、最大の減肉率を算

出いたします。結果としましては、0.38×10⁻⁴mm/h という結果になっております。３つ目の四角の中に

移りますけども、12 回定検で測定した最小肉厚値が、実際には 21.3mm でしたため、上の最大減肉率で

ですね、必要最厚さの 16.8mm にまで減肉するのには、あとどれぐらい年数が残っているかというのを

下の簡単な式で計算してみまして、結果的に「13.7」という数字が出てます。この 13.7 が、この時点

の余寿命ということになりまして、それ以降も継続的に余寿命評価も実施しながら、余寿命に到達する

前に配管取り替えを実施するということになっております。 

 こういうことで最小必要厚さになる前に、計画的に配管を取り替えることで、発電所の配管について

はですね、健全性を確保してるという前提条件がございます。 

 ちょっとまた１ページ前に戻っていただきますと、下から４行目のところから読みますけども、「伊

方発電所では配管の減肉管理により、必要最小厚さに対して十分余裕を持った状態で、運転されていま

す」と、今ご説明したとおりですけども。 

 今回の３号機ストレステストでは、主給水配管については、必要最小厚さまで一応に減肉した状態を
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モデル化いたしまして、耐震裕度の評価を行いまして、「2.87」という数値を出しておりますので、そ

ういう意味でも評価上の裕度を持たせてるというのが分かっていただけるんではないかと思われます。

コメント回答につきましては以上でございます。 

○濱本部会長 どうもありがとうございました。 

 その他ストレステストについてご質問ございますでしょうか。森先生。 

○森委員 資料４－１についてお伺いしたいと思います。以前から「非線形応答」のことが問題になっ

ていたので、こういう結果を出していただいて、具体的にどうなのかというのが分かって良かったと思

います。 

 ここで「はじめに」のところの２つ目の丸に、「一般的に」という断り書きがあって、応答スペクト

ルが長周期側にシフトするということで、下の絵に書いてあるわけですね。 

 かつ、着目している黄色い周波数帯の部分についてはシフトするだけではなくて、その結果として小

さな山が当たる場合には大きくなると、その結果として耐震裕度が小さくなることがあるよ、とこうい

うご検討の流れだったと思います。 

 聞きたいのは、２つほどあるんですけれども。１つはこの図には具体的な周期が描いてありませんけ

れども、恐らくあたりに来る周期帯と言いますか、震度数で言えば６～７Hz、もしくは 10Hz とかそう

いう周期で言えば 0.1 秒、0.2 秒あるいはそれより小さいようなところに相当するんじゃないのか、と

思いますが、まずそのこと確認させていただきたいんですけれども。 

○四国電力 四国電力岡田でございます。ご指摘の通りでございまして、建屋の最大ピークのところは、

だいたい６～７Hz である所にございます。 

○森委員 この黄色い所が６～７Hz となってきますと 

○四国電力 失礼しました。一番大きい山の所が６～７Hz でございまして、この小さいピークのところ

はそれよりも高くなってございまして、15Hz とかそのあたりになります。 

○森委員 了解しました。６、７Hz、あるいはそれ以上となってきますと２つの問題がありましてね、

１つはそういう短周期成分っていうのは、きちんとした予測ができないと。つまりなかなか地震学で分

かっているのは、１、２秒といったような中周期成分があくまで説明ができてるだけであって、短周期

成分についてはそれほど、いわゆる経験的っていったような言葉に表されるように、それほど確定的に

決められるものではない。したがって、ここについてのばらつきって言いますか、それが１つ問題なっ

てくると。「入力のばらつき」、これが１点。それについてはどういうふうに考えたかっていうことです

ね。 

 それと２つ目なんですけれども減衰モデルをどういうモデルで使ったのかというのを質問としてお

聞きしたいのですけれども。これも減衰のモデルによっては、過小評価する場合もありますので、これ

が適切な評価、もしくは安全側の評価するような減衰モデルを使ってるかどうかってことを確認しとう

ございます。そこでその２点についてご質問させていただきたいと思います。 

○四国電力 まず建屋の解析でございますけれど、減衰は５％減衰を考慮して、建屋応答解析を実施し

てございます。 

 それとその前にご質問ありました、短周期側のばらつきの考え方でございますけども、地震動を入力

いたしまして、その結果として、建屋応答の結果として得られた曲線で比較しております。基準地震動

Ｓｓの場合の応答と、それをα倍して入力した場合の応答、それぞれ建屋モデルは同じでございますの

で、そういう意味でベースは同じもので比較しているということで、非線形性の影響を比較する上では
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問題ないかと考えております。 

 あと、それぞれの機器に対する影響をさらに見る時は、このスペクトルは、機器の減衰定数に合った

ものを用いてございますけども、その減衰定数は保守的、要するに機器の減衰定数は基本的に実験等で

求まってございますけども、実験の下限値を用いて決まってございます。それはＪＥＡＧのほうで決ま

ってございますけども、それを用いてございますので、この応答スペクトル自体にはそういう余裕も含

まれた結果ということでございます。 

○森委員 ちょっとあの、基本的なことを確認したいんですが、減衰モデルどういうのを使われてるか

っていう質問はですね、この非線形解析する時に、減衰が震度数に比例する減衰なのか、それとも非比

例なのか、それとも反比例する減衰なのかということです。具体的にはレイリー減衰を使われているの

ですか、それとも。 

○四国電力 ちょっと今日建物の専門家が今いないので詳しいことは確認しないといけないんですけ

ども。 

○森委員 分かりました。それじゃあ確認していただきたいのは、建物を解析するときの減衰定数と、

それから機器を評価する時の減衰定数はおのずから異なるものであって、建物に関しては５％というよ

うなことを取ってらっしゃるのは、それほど危険側の設定でもなく、妥当とは思いますが、機器に関し

ては、建物の建屋の床応答を入れるわけで、その床応答そのものの評価をする際の減衰っていうふうに

考えると、５％は危険側の設定かというふうに感じた次第であります。 

○四国電力 ちょっと説明が十分でなくて申し訳ございません。 

 建物のほうは５％で応答解析をしてございます。その結果得られました各フロアの時刻歴波がござい

ます。それをスペクトルに置き直すわけですけども、その際、機器の減衰定数は機器ごとに決まってご

ざいます。その機器ごとに決まってる減衰定数ごとで、スペクトルを作成いたします。 

 例えば、溶接構造の機器ですと１％の減衰定数でスペクトルを作ります。あるいは、先ほどの電気盤

ですと４％という減衰定数を使ったりします。ということで、それぞれのその機器ごとにですね、減衰

定数というのは先ほど申しましたけれども、試験データに基づきまして、下限値ということで、決めら

れてございますので、それを用いてわれわれは評価を行っているということでございます。 

○森委員 それを理解した上で聞いています。 

 つまり建屋に使ってる５％っていうのは、建屋の応答解析に使う減衰定数として５％という数字を使

っているという意味であったし、今の床応答に使う機器に対する減衰っていうのは、応答スペクトルを

求める際の減衰定数っていうご説明だというふうに理解しましたが、それでいいんですよね。 

○四国電力 そうです。 

○森委員 その理解に立った上で、当初申し上げた建物の５％は建物の評価をする際の減衰定数として

は適切ですけれども、床応答を求める際の建物の減衰定数として５％が果たして適切かどうかっていう

のは、あまり根拠のあるようなもの今まで見たことがないので、そういうことからすると、安全側に見

ておくべき必要があるんではないのかというのが、私の意見です。 

 つまり短周期側のものっていうのは、それほど多くの研究事例もありませんし、今「経験的」って言

っているのは、あくまでその地震学の人が言ってるだけで、地震学の人はこういう高震度成分を着目し

た研究ほとんどありませんから、これはあくまでそういう建屋側、機器側のこれまでの研究成果がどう

いうものがあるのかっていうものに依拠しない限り、説得性を見ないという、そういう意味です。その

意味で、減衰モデルをどういうものを使っているのか、ということです。 
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 例えば先ほど、床応答に使う際の減衰定数で配管等１％使っている、と今おっしゃってますけども、

例えばってことで例えますけれども、例えば本当に模型実験のように硬いコンクリートの上に機器だと

かあるいはコンクリートの梁でもいいんですけれども、そういうものを置いてポンというふうにたたい

た時の減衰定数っていうのは、１％いくものはめったにありません。0.2％とか 0.何％という非常に小

さいものです。そういうことを根拠にすると、応答倍率は 10 倍ぐらい平気でいっちゃいますので、1.6

とか 1.8 とかっていうような裕度を今検討してますけれども、そういう少数点以下の検討が私の関心事

ではないと。つまり今 1.8 か 1.6 って言ってますけど、そういうものではなくて、10 分の１にならない

のか、20 分の１にならないのかっていうそういうオーダーの心配をして、今この質問をしています。そ

ういう意味で、短周期成分の振幅の設定の仕方に関して、「もう少し信頼できる」という言い方をした

ら言葉が変なんですけども、技術的に何かこう根拠を確認できるようなものをお示しいただければあり

がたい、ということです。 

○四国電力 はい、分かりました。ただ、今ちょっと例を出されました、例えば配管の減衰定数ですと、

この配管というのは配管系でございまして、配管もあればそのサポートもありまして、その系としてわ

れわれ減衰定数を設定してございます。系というもので、振動試験を行いまして、その時の減衰定数を

何ケースも実験いたしまして、その下限値を用いてますので、機器側の減衰定数では非常に保守的なも

のを使っているというようにわれわれ考えております。建物側の減衰モデルにつきましては、持ち帰り

まして、確認させてもらいたいと思います。 

○濱本部会長 よろしゅうございますか。 

○森委員 もう１点、これ質問なんですけども、先ほどのもので４ページのクリフエッジ再評価ってい

うような説明で、ちょっとどういうふうに理解をしていいか分からないので、教えていただきたいんで

すけれども。 

 こういう非線形応答をすることによって、裕度が変わりました、と。その結果このクリフエッジとい

うものが、ドロッパ盤から充電器盤というのに変わっていってますけども、変わることによって、例え

ばその今まで出てこなかった充電器盤っていうものの重要性が出てくるっていうようなストーリーか

と思うんですけども、逆にそれによってドロッパ盤というものが外されたことによって何か安全を確保

する上で、どういうふうに言えばいいんだか分かりませんが、軽んじられるっていうことはないんです

か。 

○四国電力 あの、ここは一番弱い設備を見つけるという手法でございます。 

 充電器盤とドロッパ盤の最終的な裕度は、ドロッパ盤のほうが 1.57、充電器盤が 1.50 ということで、

若干そのドロッパ盤のほうが裕度があるということで、その差がどの程度とか、というところはおきま

してですね。ただ数字上は、一番厳しいのは充電器盤になりましたので、それを用いて評価した結果が

この結果ということです。 

 実際どれだけ安全性に対して、ドロッパ盤なり充電器盤が影響するのかというところですけども、基

本的にはこの２つとも、直流電源装置の一部をなすものでございまして、どちらが損傷しましても、直

流電源機能が影響を受けると、機能喪失するということになりますので。 

 裕度的には、若干差はありますけども、どちらが損傷しても非常に厳しい状態になるということで、

クリフエッジということでございます。 

○濱本部会長 藤川さん。 

○藤川委員 はい。ちょっとご提案なんですが、２時から管理委員会ということを承っております。そ
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れで、私自身も幾つか質問したいこともあったんですが、メールでさせていただいてですね、それを県

のご判断で議事録なりに、メールとメールに対する応答を載せていただくということでいかがでしょう

か。 

○濱本部会長 時間の少し遅れる予定で、次の会議を調整して今おられると思います。どうでしょう。 

○事務局 はい。事務局から今後の事務的なご説明をさせていただきたいと思いますが、予定では午後

の安全管理委員会は、２時から開催させていただく予定にしておりましたが、現時点で１時 50 分回っ

ておりまして、もし可能でありますれば、30 分程度午後のスタートを遅らさせていただければなあ、と

いうことは考えておりましたが、先生方からこれからまだいただきますご意見との兼ね合いでもござい

ますが。 

 そんな感じで考えております、いかがでございましょうか。 

○濱本部会長 そういうことのようで、もうちょっと余裕があるように思います。 

 意見がたくさん出るようでしたら、今、藤川先生言われたような対応を取らせていただきたいと思い

ます。 

 はい、ご専門の立場から宇根崎先生、この点について。 

○宇根崎委員 今回、こういう形で、ある意味、前回の技術専門部会で、私と渡邊先生、森先生のほう

から、やっぱりその数字の信頼性といいますか、不確かさに関する議論させていただいたんですが、多

分これもその内の中の１つの結果かと思います。 

 こういうふうな形で、例えばモデルですとか、森先生の方から解析モデル上のさまざまな設定のパラ

メータであるとか、そういうとこやっぱり私自身も専門家ではないですが、やはりその短周期側という

のはなかなか入力スペクトル自身の、設定自身でも難しいところもあるというふうに聞いてますので、

そういうその解析モデル上や入力スペクトル上の不確かさというのを、何らかの形でですね、考慮して

そのイベントツリー分析をやっていくというのは重要なんじゃないかな、というのはちょうど前回から

感じてることです。今回のストレステストの結果を見させていただいて。 

 だからいわば、結局は各機器の安全裕度に対して不確かさを考えていって、それを使ってイベントツ

リーがどういうふうに変化していくのかと。イベントツリーデータの感度解析的なですねアプローチと

いうのが、今後重要ではないかな、というふうに考えております。 

 多分、国のほうからそこまでは要求はされてはないと思うんですけども、やはりその独自のアプロー

チという形にはなろうかと思うんですが、そういう不確かさを考慮して積極的にイベントツリーを洗い

直していくと、いうようなアクションを期待したいと考えてます。 

○濱本部会長 どうもありがとう。よろしゅうございますか。 

○四国電力 今回の 1次ストレステストでは、確定論ということで、進めております。その中で、裕度

評価というのは、ある一定の、裕度と言いますか保守性を持たせた上で評価を行ってございます。なる

べくは現実に近い評価を行いたいというふうなところで、行っておりますけれども、その中では一定の

保守性は確認しながら進めておりますので、次の二次評価というのがございますけども、そういう中で

はそういうような不確定性というところも取り込んだ評価になる可能性はあると考えております。 

 

（５）その他 

 

○濱本部会長 よろしゅうございますか。その他、今日の議題下の以外の問題について、何かご意見こ
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の際、はいどうぞ。 

○渡邉委員 前回のコメントに関してですけども、１番については図がありましたんでよく分かりまし

た。４番について確認なんですけども、その腐食、まあその減肉の問題、それは場所によって違うわけ

でして、ここに書かれてるのは、そこのおのおのの場所に関しての減肉できちんと評価されてるという

ことで、やっぱこれは確認なんですが、それでよろしいですかね。 

○四国電力 はい、減肉についてはそれぞれの箇所で実測して減肉確認しています。 

 ここのストレステストの耐震裕度の評価につきましてはですね、当然全てが最小値まで減肉した状態

での評価ですので、この値というのはその減肉が全て進んだ状態での一番小さい値のが 2.87 ですとい

うことです。 

○渡邉委員 分かりました。 

○濱本部会長 その他、ございませんでしょうか。 

 じゃあどうもありがとうございました。 

 伊方３号機のストレステストの評価結果につきましては、３月の 19 日、原子力安全・保安院の公聴

会におきまして、審議され終了して、今、取りまとめが行われてるところだと承知しております。 

 またあの、次回の当部会でその結果につきまして、原子力安全・保安院の方からご説明いただけたら

と思っております。よろしくお願いいたします。 

 

５.閉会 

 

○濱本部会長 以上で大変熱心にご議論いただきましたけれども、技術専門部会、終了したいと思いま

すが、よろしゅうございましょうか。どうも長時間ありがとうございました。 


